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平成 29 年９月１日 

総務省大臣官房会計課 

 

平成 29 年度総務省行政事業レビューの結果について 

 

１．対象事業 

  平成 28 年度に実施した 167 事業 

２．実施方法 

(1) 全事業について、事業所管部局による自己点検及び行政事業  

レビュー推進チームによる点検を実施 

(2) そのうち、59 事業については、政策評価の観点も踏まえ外部  

有識者による点検を実施 

 

３．実施結果（確定値） 

評価区分 事業数 
外部有識者の点検を 

受けた事業数 

①  廃止 ０事業 ０事業 

②  縮減 ３事業 １事業 

③  執行等改善 ９４事業 ２８事業 

④  年度内に改善を検討 ３事業 ３事業 

⑤  予定通り終了 ４４事業 ２５事業 

⑥  現状通り ２３事業 ２事業 

合計 １６７事業 ５９事業 

 

４．レビュー対象事業の平成 30 年度予算概算要求への反映結果（確定値）  

行政事業レビューによる 

平成 30 年度予算概算要求への反映額 
▲１,１０５ 

  （単位：百万円） 

 



様式１ 別添３
総務省

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

施策名：Ⅰ-１ 適正な行政管理の実施

001 行政管理実施事業 昭和21年度 終了予定なし 188 188 145  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

182 186 4 - 執行等改善

今後も引き続き調達の競争性の確保に努
め、所見で示された取組を着実に行う。
また、平成30年度予算概算要求に当たって
は、「世界 先端ＩＴ国家創造宣言・官民
データ活用推進基本計画」、「デジタル・
ガバメント推進方針」に基づく取組を推進
するため、専門的･技術的な観点から各府
省への支援を行う体制を拡充する経費など
を計上する一方、既存の経費については、
過去の執行実績の反映、複数の見積による
精査を行った。

行政管理局 一般会計

（項）行政管理実施費
　（大事項）行政管理の実施
に必要な経費
（項）行政評価等実施費
　（大事項）行政管理の実施
に必要な経費

001 平成２８年度対象

施策名：Ⅰ-２ 行政評価等による行政制度・運営の改善 0

002 行政評価等実施事業（総務本省） 昭和27年度 終了予定なし 147 147 119  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

138 261 123 - 執行等改善
改善の方向性及び所見で示された取組を着
実に行いながら、引き続き、効率的・効果
的な予算の執行に努めていく。

行政評価局 一般会計
（項）行政評価等実施費
　（大事項）行政評価等の実
施に必要な経費

002 平成２６年度対象

003 行政評価等実施事業（管区行政評価局） 昭和27年度 終了予定なし 778 778 694  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

842 801 ▲41 - 執行等改善
改善の方向性及び所見で示された取組を着
実に行いながら、引き続き、効率的・効果
的な予算の執行に努めていく。

行政評価局 一般会計
（項）行政評価等実施費

　（大事項）行政評価等の実
施に必要な経費

003 平成２６年度対象

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

004
地方行政制度の整備に必要な経費（地方分権
振興経費、市町村合併円滑化経費等除く。）

- 終了予定なし 106 106 81  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

112 117 5 - 執行等改善
点検結果に基づき、適正な予算執行に努め
る。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の
整備に必要な経費

004 平成２８年度対象

005 地方分権の振興に要する経費 平成20年度 平成29年度 71 71 71
地方分権及び地域活性化の手段としては疑
問。成果指標の検討が求められる。

終了予定 平成29年度で終了予定 0 - ▲0 - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の
整備に必要な経費

005 終実施年度

006 市町村の合併円滑化に必要な経費 平成13年度 平成29年度 797 922 914  特になし（西出教授） 終了予定 平成29年度で終了予定 5 6 1 - 予定通り終了
平成28年度をもって補助金交付を終了して
おり、平成29年度への繰越事業2件を 後
に補助事業終了予定。

自治行政局 一般会計

（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復

興地方行政制度整備費
　（大事項）東日本大震災復
旧・復興に係る地方行政制度

の整備に必要な経費

006 終実施年度 ○

007 地方議会の活性化に要する経費 平成25年度 終了予定なし 12 12 12  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

11 20 9 - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の
整備に必要な経費

007 平成２６年度対象

008 地方独立行政法人の支援に要する経費 平成25年度 終了予定なし 2 2 0  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1 2 1 - 執行等改善
点検結果に基づき、適正な予算執行に努め
る。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の
整備に必要な経費

008 平成２６年度対象

009 新たな広域連携の促進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 128 128 94  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善

これまで行ってきた事業の成果を十分に把
握・分析し、その結果を各地方公共団体に情
報提供することにより、今後の広域連携の推
進に生かすこと。

127 126 ▲1 - 執行等改善

事業の成果について、圏域形成等を検討す
る団体が活用できるよう情報提供していく
ことで、「新たな広域連携の促進」を一層
図る。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の
整備に必要な経費

009 平成２８年度対象 ○

010
業務改革モデルプロジェクトの実施に要する
経費

平成28年度 平成30年度 102 102 90
モデルの全国展開の実績がわかる成果指標
の検討が求められる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

102 104 2 - 執行等改善
点検結果に基づき、適正な予算執行に努め
る。今後も、骨太の方針に掲げられた成果
指標の達成に向けて取り組んでいく。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の
整備に必要な経費

新28-
0001

前年度新規 ○

施策名：Ⅱ-２ 地域振興（地域力創造）

011

地域振興に必要な経費（「地域経済循環の創
造」の推進に要する経費、過疎地域振興対策
に要する経費、定住自立圏構想推進費等除
く。）

- 終了予定なし 89 89 57  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

120 133 13 - 執行等改善
点検結果に基づき、適正な予算執行に努め
る。

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

010 平成２７年度対象

012 「地域経済循環の創造」の推進に要する経費 平成24年度 終了予定なし 3,111 1,802 1,613  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

2,921 3,091 170 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

011 平成２８年度対象 ○ ○

013 過疎地域振興対策 等に要する経費 昭和46年度 平成32年度 932 881 863  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

732 976 244 - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

012 平成２８年度対象 ○

014 定住自立圏構想推進費 平成21年度 終了予定なし 6 6 2  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

6 6 - - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

013 平成２６年度対象

015
「分散型エネルギーインフラ」プロジェクト
の推進に要する経費

平成25年度 平成28年度 260 260 251  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって終了。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

014 平成２７年度対象 ○

016
都市・農山漁村の教育交流による地域活性化
推進に要する経費

平成25年度 終了予定なし 30 30 16  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

35 35 - - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

015 平成２７年度対象 ○

017 機能連携広域経営推進調査事業に要する経費 平成26年度 平成28年度 7 7 -  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって終了。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

017 平成２７年度対象 ○

018 地方への移住・交流の推進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 109 109 111  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

121 150 29 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

018 平成２７年度対象

019 地域おこし協力隊の推進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 128 128 108  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

135 192 57 - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

019 平成２７年度対象 ○

020
2020年オリンピック・パラリンピック東京大
会及びラグビーワールドカップ2019を通じた
地域活性化に要する経費

平成27年度 平成31年度 14 14 8  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

11 21 10 - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

020 平成２８年度対象

021
条件不利地域における日常生活機能確保のた
めの実証事業に要する経費

平成27年度 平成28年度 9 9 8  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

021 平成２８年度対象 ○

022
地域運営組織の形成及び持続的な運営に要す
る経費

平成28年度 終了予定なし 16 16 10
 終目標の達成に向け引き続き効率的・効
果的な事業の執行に取り組む必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

16 17 1 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

新28-
0002

前年度新規 ○

施策名：Ⅱ-３ 地方財源の確保と地方財政の健全化

023 地方財政制度の整備に必要な経費 昭和23年度 終了予定なし 50 50 39  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

51 51 - 2 縮減
概算要求において所要額を要求するととも
に、引き続き適切な予算執行に努める。

自治財政局 一般会計
（項）地方財政制度整備費

　（大事項）地方財政制度の
整備に必要な経費

022 平成２６年度対象

施策名：Ⅱ-４ 分権型社会を担う地方税制度の構築

024 地方税制度の整備に必要な経費 昭和25年度 終了予定なし 35 35 28  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

39 34 ▲5 - 執行等改善
執行実績を踏まえた要求額の精査を行い、
適切な予算執行に努めている。

自治税務局 一般会計
（項）地方税制度整備費

　（大事項）地方税制度の整
備に必要な経費

023 平成２５年度対象

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

025
選挙制度等の整備に必要な経費
（参加・実践等を通じた政治意識向上に要す
る経費除く。）

- 終了予定なし 54 54 35  特になし（西出教授）
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

45 55 10 - 執行等改善
点検結果に基づき、適正な予算執行に努め
る。

自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）選挙制度等の整
備に必要な経費

025 その他

026
参加・実践等を通じた政治意識向上に要する
経費

昭和32年度 終了予定なし 134 134 92
高校生等への意識調査を実施することで、
一定の成果を確認することは可能ではない
かと思われる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

134 147 13 - 執行等改善

当該事業は、国民の選挙・政治意識の高揚
を図るという事柄の性質上、定量的な成果
目標を示すことが困難。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努める。

自治行政局 一般会計

（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の整

備に必要な経費
　（大事項）選挙権年齢引下
げに伴う新たに有権者となる
主権者等への教育等及び選挙
人名簿システムの改修に必要

な経費

026 その他

補助
金等

平成２９年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

（単位：百万円）

会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業開始
年度 執行額

外部有識者の所見
事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

（単位：百万円）

会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業開始
年度 執行額

外部有識者の所見
事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

027
中山間地等における投票機会確保のための普
及実践事業

平成28年度 平成28年度 14 14 8
単年度事業である以上、研究成果の具体の
明示が必要、また執行率57％の理由も明示
する必要がある。

終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了
今後の調査研究事業において参考とした
い。

自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）選挙制度等の整
備に必要な経費

新28-
0003

前年度新規 ○

028 参議院議員通常選挙に必要な経費 平成28年度 平成28年度 53,462 53,462 52,837
新聞広告費は民間企業と比べ、著しく高い
ことはないか。

終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了

広告料金は各新聞社が広告内容に応じ独自
に定めているものであり、民間企業の新聞
広告費と一概に比較することは困難。
参議院議員通常選挙の実施年度限りにつ
き、事業終了。

自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）参議院議員通常
選挙に必要な経費

新28-
0004

前年度新規

029
北海道第５区及び京都府第３区選出の衆議院
議員の補欠選挙に必要な経費（予備費）

平成28年度 平成28年度 422 422 395  特になし（西出教授） 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了
衆議院議員補欠選挙の実施年度限りにつ
き、事業終了。

H28予備費 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）参議院議員通常
選挙に必要な経費

前年度新規

030
福岡県第６区選出及び東京都第１０区選出の
衆議院議員の補欠選挙に必要な経費（予備
費）

平成28年度 平成28年度 356 356 346  特になし（西出教授） 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了
衆議院議員補欠選挙の実施年度限りにつ
き、事業終了。

H28予備費 自治行政局 一般会計

（項）選挙制度等整備費
　（大事項）衆議院議員及び
参議院議員補欠等選挙に必要

な経費

前年度新規

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進

031 情報システム高度化等推進事業 平成16年度 終了予定なし 213 213 181

①これまでの事業実績に対するどのような
評価・分析に基づいて29年度予算が倍近い
額になっているのか、説明が必要。
②事業内容が省内情報システムに係る評
価、支援、助言、監査等と多岐にわたるこ
とを踏まえると、アウトカム指標は、セ
キュリティ研修の受講率にとどまることな
く、事業の内容ごとに具体的に設定する工
夫が必要。
③支出先上位10者リストのB1に関して、一
者入札の原因としてもっぱら受注者サイド
のの理由が記述されているが、発注サイド
としても競争性等を高める工夫の余地がな
いのか、検証の必要がある。また、B1、B3
の落札率が100％以上になっている点につい
て説明が不足している。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

357 312 ▲45 - 執行等改善

平成29年度はメールセキュリティの向上の
ために新たなシステムの構築を行ったこと
により大幅に予算増となったものの、平成
30年度以降は運用段階に入るため、予算減
となる。アウトカム指標については引き続
き検討してまいりたい。
落札率が100％以上になったのは、B1(マカ
フィー）については緊急のインシデント対
応を行わせるため契約変更を実施したこと
によるもの、B3(ブレインワークス）につ
いては見積り作成事業者の入札辞退により
１度不調となり、再度入札した結果予算要
求時点の金額を超過してしまったという理
由によるもの。今後とも、更なる経費の効
率化を図り、適正な予算執行に努める。

大臣官房企画課サ
イバーセキュリ
ティ・情報化推進
室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

028 その他

032 総務省ＬＡＮ整備・運用事業 平成12年度 終了予定なし 3,184 3,184 3,111

①アウトカム指標としてLAN利用満足度の数
字がトータルで示されていて、満足度の具
体的な内訳が見えない。LANの各機能に対応
した指標を設定して、機能ごとに課題がな
いか検証する必要がある。その際には、機
能ごとに目標値も違ってくるように思われ
る。
②28、29年度の予算増ともリンクするが、
単位当たりのコストの増加の理由と、その
点についてどのように評価しているのか説
明が必要。
支出先上位10者リストのA1、A2の一者入札
(A1は記載はないが一者入札と思われる。)
の理由の分析を的確に行って、競争性の確
保等に関し十分な検証を行う必要がある。
③支出上位10者リストのCの表で、契約方
式、入札者数、落札率の記載が全て空欄に
なっていることの理由について説明が必
要。D以下の表も同様の状況にある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

2,824 2,851 27 - 執行等改善

アウトカム指標（LAN利用満足度）につい
ては引き続き検討してまいりたい。
また、単価当たりコストは、システム更改
作業を行ったことからコスト増加となっ
た。今後とも更なる経費の効率化を図り、
適正な予算の執行に努める。
なお、A1は一般競争契約（総合評価）（２
社応札）により複数年契約したもの。ま
た、Ｃ表はＡ表に記載した事業者配下の事
業者、Ｅ表はＤ表に記載した事業者配下の
事業者であり、 終的な資金の受け手を記
載している。

大臣官房企画課サ
イバーセキュリ
ティ・情報化推進
室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

029 その他

033 総務省共通基盤支援設備整備・運用等事業 平成14年度 終了予定なし 121 121 121

①一元的な文書管理システムについては、
アウトカム評価指標として、省内システム
との連携後のサービス内容等に対するユー
ザーの満足度調査が不可欠と思われる。
②単位当たりコストが年々上昇傾向にある
点について、評価を含む説明が必要。
支出先上位10者リストのAからDに至る一者
入札の原因の分析を的確に行って、競争性
等の確保に関して十分な検証を行う必要が
ある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

150 289 139 - 執行等改善

アウトカム指標については引き続き検討し
てまいりたい。入札状況の検証等今後とも
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努める。

大臣官房企画課サ
イバーセキュリ
ティ・情報化推進
室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

030 その他

034 総務省ホームページ運営事業 平成12年度 終了予定なし 98 98 94  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

80 77 ▲3 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

大臣官房政策評価
広報課広報室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

031 平成２５年度対象

035
電子政府関連事業（政府情報システム基盤整
備）

平成15年度 終了予定なし 12,649 15,947 15,412  平成29年度公開プロセス
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

17,105 20,506 3,401 920
年度内に改善を

検討

【投資対効果】経費以外のセキュリティ強
化、業務の質向上等の効果も試算して織り
込み、「努力の方向」として設定する（今
後のレビューシートにも反映）。
【調達】調達前に仕様書について、CIO補
佐官による確認や、意見招請手続による点
検を行うことで、特定の事業者が有利なも
のとならないよう徹底しており、引き続き
厳正に実施していく。
【経費】これまで安定稼働を 優先してリ
ソースを準備してきたが、使用実績等を踏
まえてリソースを精査し、各システムの更
改時（30年度以降の各年度）、ＰＦの更改
時（31年度以降予定）に順次反映してい
く。この方針に基づき、30年度に実施する
システムの更改に合わせたリソースの精査
を実施し、30年度概算要求に反映した。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

032 その他

036
総務省所管府省共通情報システムの一元的な
管理・運営

平成15年度 終了予定なし 647 725 779  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

644 1,318 674 - 執行等改善

政府共通プラットフォームへの移行の効果
がより継続的なものとなるよう、効率的な
運用を行うとともに、入札結果を要求額に
適切に反映し、必要な経費を要求してい
る。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

　（大事項）文書管理業務・
システムの 適化実施に必要

な経費

033 平成２５年度対象

037 電子政府関連事業（ＩＣＴ人材育成） 昭和35年度 終了予定なし 92 92 75

①29年度予算の、これまでに比べ倍近い増
額の要因について、品目等は示されている
が、それが何のための調達や設計開発なの
か、説明が不足している。
②研修の定員(アウトカム指標)、開催数(ア
ウトプット指標)が指標として設定されてい
るが、研修の実施によってもたらされる人
材の育成、活用についての指標が不足して
いるように思われる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

181 128 ▲53 -
年度内に改善を

検討

①29年度の主な増額要因としては、機器調
達の経費（国庫債務負担行為）が１月分か
ら12月分に増加したこと、教材の脱Flash
化が必要となったこと、橋渡し人材の育成
に対応した機能を付与する改修が必要と
なったこと、などがあった。
②ＩＴ人材の育成、活用の状況を表す指標
については、各府省庁においてスキル認定
される（予定の）橋渡し人材（統一研修の
複数のコースを修了している者であること
が原則）の数等を用いることが可能かどう
か、検討してまいりたい。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

034 その他
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

（単位：百万円）

会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業開始
年度 執行額

外部有識者の所見
事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

038
電子政府関連事業（国民利便生向上・行政透
明化）

平成13年度 終了予定なし 991 991 852

①アウトカム指標について、単に総アクセ
ス件数とするだけでなく、本事業の内容を
なす電子申請、各種意見提出、各府省提供
情報の閲覧といった具体的項目ごとの指標
を設定し、その実績を測定しないと、本事
業の中味に立ち入った評価・分析を欠き、
課題も見えてこないのではないか。
②28年度予算が前後の年度の予算額を大き
く上回って編成、執行されている点につい
ての説明や評価が欠けている。
③支出上位10者リストBの国債分を除いた全
て及びDの過半の契約が一者入札になってお
り、競争性等の確保に向けた要因分析と改
善への取組が必要。
④支出先上位10者リストCについて、契約方
式、入札者数、落札率の記載が全くない点
についての説明が不足。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

686 1,808 1,122 - 執行等改善

①e-Govが提供するサービスには、パブ
リックコメントのように利用府省の掲載状
況等によって利用件数に影響を受けるもの
が多く、そのため多岐にわたるサービスを
提供するe-Govの総合的な指標として総ア
クセス件数を指標としている。また、電子
申請については、APIによる利用促進を重
点事項と位置づけているところ、アウト
プットではあるが、「APIに対応した一括
申請用ソフトウェアを開発した企業」を指
標として取り入れている。なお、指標の見
直しについては、e-Govの次期更改等も念
頭におきながら今後検討することとする。
②28年度については、定常運用に加えて次
期システム更改を見据えたプロトタイプ作
成や要件定義など一時的な業務を行ったた
め、前後の年度に比べ予算額・執行額が増
額となった。
③システム改修等で複数者応札があったと
ころだが、次期システム更改において、よ
り多数の者が入札に参加できるようシステ
ム構成の見直しを図ることとする。
④支出先Cは、 終的な資金の受け手が分
かるよう、当省の受託者である支出先Bか
らの再委託先を記載したものである。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

035 その他

039
住民基本台帳ネットワークシステムセキュリ
ティ対策経費

平成15年度 終了予定なし 5 5 2
例年執行率が低い理由について、明示する
必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

4 4 - - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行に努
める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

036 その他

040
地方行税政統計等・災害時等における情報通
信メディアの活用に要する経費

平成23年度 終了予定なし 75 75 74

近年の稼働実績に関する記載があるとよい
思われる。「統計について」において、公
表されることは事業が目指す成果といえる
のか否か疑問である。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

50 83 33 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

037 その他

041 電磁的記録式投票導入支援経費 平成14年度 終了予定なし 9 9 -

事業の実体が乏しく、評価できない（「平
成21年～28年度のように適合確認が実施さ
れず、結果として予算執行が行われない状
況もあるが、ベンダーから、いつ、どれだ
けの要請が あるかは予測が困難」としてい
るが、当該事業には何か他に展開はあり得
ないのか）。事業開始年度が平成14年で、
事業終了の見込みはないとなっているが今
後どうする予定なのか、のビジョンは示す
べき（電子投票自体は大きな政策目標とし
ては重要であることは当然）。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

9 9 - - 執行等改善
平成23年度以降、予算の見直しを行ってお
り、引き続き、経費の効率化を図り、適正
な予算執行に努めていきたい。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

038 その他

042
政治資金・政党助成関係申請・届出オンライ
ンシステム運営等経費

平成16年度 終了予定なし 124 108 108

システムの維持・運営・更新等の本件事業
自体の必要性は当然ある。「国民の利便
性、行政運営の効率化」についてどう評価
指標を作成し、検証するかが課題となる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

170 490 320 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

039 その他

043 地方財政決算情報管理システム等運営経費 平成13年度 終了予定なし 188 188 186

事業自体が法令と密接なので是非の問題に
ならない。成果も設定しにくいのは理解が
できる。ものの性質からして随意契約に拠
りがちなのも同様。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

213 237 24 - 執行等改善
引き続き適正な予算執行に努めながら、事
業目的の達成を図っていきたい。

自治財政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

040 その他

044
自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研
究等

平成23年度 終了予定なし 67 67 53

「地方公共団体における自治体クラウドの
取組を加速するための調査研究等を行い、
その成果を取りまとめた上で地方公共団体
に対し情報提供等を実施することにより、
地方公共団体の情報化や業務の効率化に寄
与する。」と書かれている以上、自治体の
クラウド化促進がそれによってなされてい
ると理解するしかないが、しかしながら自
治体のクラウド化促進に「どの程度の寄与
度」があったのか不明。その効果を検証す
るためには、各自治体へのヒアリング等を
通じて、クラウド化促進の背景、要因等を
考察する必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

24 121 97 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

041 行革推進会議

045
社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検
討に要する経費（個人番号カードの普及・利
活用に要する経費）

平成24年度 終了予定なし 16 16 9  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

19 21 2 - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行に努
める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

042 平成２８年度対象 ○

046

社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検
討に要する経費（携帯電話を利用した公的個
人認証サービスに係る調査研究に要する経
費）

平成24年度 平成28年度 80 80 80  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了 平成28年度で事業終了。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

043 平成２８年度対象 ○

047 電子調達システムの維持運用 平成23年度 終了予定なし 646 646 496

「電子入札システムの保守運用」のための
コストは「電子入札システムの利用率・利
用件数」の増加とは切り離して考えられる
べきところ、このあたりの目標設定がやや
中途半端ではないか。コスト削減を目標に
するにしても保守業者の競争が機能しない
のであれば、その実効性は乏しい（次年度
以降どう実現するかのシナリオが提示でき
るのか）。利用件数、利用率の増加は「周
知・徹底」の問題。受発注者どちらの問題
なのかのっ具体的な検討が必要。なお、使
い勝手の良い技術の導入等が目指されるな
らば、そういった説明が必要。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

842 1,124 282 - 執行等改善
改修等の仕様の内容を精査し、一層の入札
の競争性の向上を実施。

情報流通行政局 一般会計

　（項）電子政府・電子自治
体推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

045 その他

048
社会保障・税に関わる番号制度に関するシス
テム構築等に要する経費

平成25年度 平成30年度 18,236 31,727 26,832  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

14,275 22,218 7,943 - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行に努
める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

046 平成２６年度対象 ○

049 番号制度の実施に必要なシステム整備等事業 平成24年度 終了予定なし 3,412 7,104 5,873

システムのメンテナンス、稼働状況チェッ
ク等の必要性は当然認められるが、成果指
標は設定しにくい（正常な稼働100％を目指
すのが当然）。契約状況としてあまりに
「一者応札」が目立ち過ぎる。一者応札の
状況が改善できないのであれば、透明性を
確保（徹底）する方策が検討されるべき。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

8,513 7,229 ▲1,284 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。
大臣官房個人番号
企画室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

047 その他 ○ ○

050
電子行政サービスの改善方策に関する調査研
究

平成25年度 終了予定なし 12 32 28  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

42 1,203 1,161 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

049 平成２６年度対象
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051 自治体情報セキュリティ強化対策事業 平成27年度 平成28年度 - 25,434 23,285  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

052 平成２８年度対象

052
女性活躍等に対応したマイナンバーカード等
の記載事項の充実等に必要な経費

平成28年度 平成30年度 9,379 - -

「希望する者に係るマイナンバー カード等
への旧姓の併記等ができるようにする」対
応はよいが、実際の支出の適正さが不明
（補助と委託費で100億円近くなる算出根拠
を示す必要がある）。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

24 24 - - 現状通り

委託費について、カード管理システム等の
全国システムの改修は、当該システムを運
営している地方公共団体情報システム機構
に委託する必要がある。補助金について
は、地方公共団体の人口規模等ごとに複数
の事業者から得た見積りをベースに積算を
行っている。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

新29-
0005

前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

053
準天頂衛星時刻管理系設備の運用に必要な経
費

平成24年度 平成28年度 57 57 56  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

053 平成２５年度対象

054 戦略的情報通信研究開発推進事業 平成14年度 終了予定なし 1,542 1,542 1,473  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1,529 1,550 21 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努める。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1,550百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

054 平成２６年度対象

055 情報通信分野の研究開発に関する調査研究 平成4年度 終了予定なし 29 29 25  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

34 37 3 - 執行等改善

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、平成29年度においても、本事業におけ
る調査項目の精査、複数社からの見積り取
得の徹底等、引き続き経費の執行の効率化
に努める。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

056 平成２６年度対象

056
情報通信分野における戦略的な標準化活動の
推進

平成16年度 終了予定なし 137 137 133  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

130 150 20 - 執行等改善

所見を踏まえ、平成29年度においても、総
合評価落札方式による競争入札を行い、引
き続き、受託者が外注する際の複数社から
の見積もり取得の徹底等、更なる経費の効
率化を実施。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

057 平成２５年度対象 ○

057
ＩＣＴ環境の変化に対応した情報セキュリ
ティ対応方策の推進事業

平成23年度 平成29年度 400 400 394

重要な事業であり、着実な実施が期待され
る。成果目標の①については、27年度に既
に成果目標を上回る実績を上げている。他
方で、その後のセキュリティ・インシデン
トを巡る環境変化を考慮すると、２万回防
止という成果目標を見直す必要はなかった
のかについて、検討を要する（防止する回
数の算定方法も提供資料だけでは不明）。
②資金の流れのうち、NTTコミュニケーショ
ンズが介在することの意義が不明。特に第2
番目の事業については、委託先に133百万円
も流れており、NTTコミュニケーションに残
る金額54百万円が も少なくなっている。
各社に直接資金が流れるようにできなかっ
たのかの検討を要する。なお、資金の流れ
に記載された金額については、総務省388百
万円の内訳が不明（掲載された金額のう
ち、どれを合計すると388百万円になるか不
明）。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

378 - ▲378 - 予定通り終了

各年度の防止回数は年々増加しており、着
実に成果を上げてきたが、本事業は、平成
30年度以降は事業実施者が自走する形で継
続して実施することを想定しており、 終
年度はそのための準備期間もあることか
ら、目標防止回数を据え置くこととした。
また、資金の流れについて、外部有識者ご
指摘の事業は、脆弱なIoT機器の調査、情
報共有基盤を用いた関係者への調査結果情
報の共有を一体的に実施するIoTセキュリ
ティ対策の推進事業であるが、調査及び情
報共有基盤の構築は専門的な知識・技術を
有する事業者が行うことが適当であること
から、事業者等に委託を行った。NTTコ
ミュニケーションズは各委託業務の進捗を
管理するとともに、事業全体の統括を担っ
ていただいており、事業は円滑に遂行され
ていることから、本体制は妥当なものであ
ると考える。資金の合計額については、誤
りであるため、395百万円に修正した。

情報流通行政局、
総合通信基盤局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

058 終実施年度

058
ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログ
ラム

平成26年度 終了予定なし 250 438 366  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

291 400 109 - 執行等改善
評価・運営委員会での審査を踏まえ、一定
程度の案件数の採択及び適正な予算執行に
努める。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」400
百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

060 平成２７年度対象

059
海洋資源調査のための次世代衛星通信技術に
関する研究開発

平成26年度 平成30年度 81 81 81  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

81 51 ▲30 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

062 平成２７年度対象

060
スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ
基盤の確立

平成26年度 平成28年度 75 75 74  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって終了 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

063 平成２８年度対象

061
巨大データ流通を支える次世代光ネットワー
ク技術の研究開発

平成27年度 平成29年度 539 539 539

着実に成果を上げるために、平成29年度の
事業終了後も、目標の1つである国際標準の
獲得に向けて関係者にご尽力いただくこと
を期待。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

501 - ▲501 - 予定通り終了
委託事業における実施項目の精査、複数社
からの見積り取得の徹底等、引き続き経費
執行の効率化に努める。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

064 終実施年度

062
グローバルコミュニケーション計画の推進 -
多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証-

平成27年度 平成31年度 1,260 1,260 1,260  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1,257 1,000 ▲257 - 執行等改善
委託事業における実施項目の精査、複数社
からの見積もり取得の徹底等、引き続き経
費の執行の効率化に努める。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1,000百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

065 平成２８年度対象

063
自律型モビリティシステム（自動走行技術、
自動制御技術等）の開発・実証

平成28年度 平成28年度 983 983 976

成果目標の1つである国際標準の獲得数が32
年度5件となっているにもかかわらず、28年
度の標準化提案数が1件である。成果を着実
に上げるためには、32年度5件獲得に向け
て、どのように取り組むのかを明らかにす
ることが求められる。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了

本事業は平成28年度をもって終了したが、
本研究開発の成果を踏まえた施策において
継続的に成果目標の達成に向け研究開発を
推進していきたい。

国際戦略局、総合
通信基盤局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

新28-
0005

前年度新規

064 IoT共通基盤技術の確立・実証 平成28年度 平成30年度 350 350 338

概ね活動見込みを上回る実績を上げてお
り，着実に事業を実施していると評価でき
る。目標の1つである国際標準の獲得に向け
て、引き続き関係者にご尽力いただくこと
を期待。

現状通り 引き続き実施。 315 300 ▲15 - 現状通り

国際標準化の実績を含め、活動実績につい
て一定の評価を頂いていることから、引き
続き国際標準化獲得に向けた研究開発を実
施。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」300
百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

新28-
0006

前年度新規

065
医療・健康データ利活用基盤高度化事業（補
助金）

平成28年度 平成30年度 1,295 620 620

必要性の高い意義のある事業と考えるが、
H28年度に事業着手ということもあり、測定
指標なども十分とは言いがたい。着実に成
果を上げるためには、H30-31年度の成果目
標をどのように達成されるのかを明らかに
することが求められる。また、資金の流れ
について、計数精査中となっており、AMED
が介在する合理性を検討することができな
い。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

300 601 301 - 執行等改善

日本医療研究開発機構とともに実施する研
究事業実施主体へのヒアリングの回数を増
やす等、進捗管理体制を強化することで、
着実に成果目標が達成されるよう努めてま
いりたい。
なお、ご指摘の資金の流れについては、計
数を追記させていただいた。

(平成28年度事業名：
次世代医療・介護・健
康ＩＣＴ基盤高度化事
業（補助金））

「新しい日本のための
優先課題推進枠」601
百万円

30年度事業名：医療・
介護・健康データ利活
用基盤高度化事業

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

新28-
0007

前年度新規 ○

066 サイバーセキュリティの強化 平成28年度 平成29年度 400 - -

定量的な成果目標が設定できない理由が十
分とは言いがたい。しっかりと成果を出す
ためには、当初から目標を設定することが
望まれる。400百万円もの事業であれば、そ
の積算根拠に即して、何らかの定量的な成
果目標を設定することは可能と考える。そ
のほか、補正予算で全額が翌年度の繰越と
なっているために、事業執行についてはコ
メントが困難。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

- - - - 予定通り終了

本事業については、現在も脆弱なIoT機器
の実態調査を行っており、脆弱性の定義や
重点的に調査すべきIoT機器の範囲等を検
討している段階であることから、現時点で
定量的な目標の設定は困難。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

- 前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

（単位：百万円）

会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業開始
年度 執行額

外部有識者の所見
事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

067 地域情報化の推進（本省） 平成20年度 終了予定なし 118 118 118  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

97 120 23 - 執行等改善

ICTの利活用は、地域活性化、地域医療、
高齢化、防災、安心・安全など、様々な地
域課題の解決方策として、地方創生を実現
するために必要不可欠な手段であるので、
効果的な取組に対する人的な支援やICT利
活用の優良事例の普及展開を重点化する。
コストの点からは、引き続き競争原理を働
かせた調達や、出張における旅行パックの
利用、テレビ会議の活用を検討すること等
により経費の削減に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

066 平成２６年度対象 ○

068
通信・放送分野における情報バリアフリー促
進支援事業

平成13年度 終了予定なし 88 88 81  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

81 100 19 - 執行等改善

引き続き、外部有識者からなる評価会にお
いて評価を実施することで優れた提案を採
択するとともに、実地調査等の実施により
補助対象事業者の事業計画等を監督するな
ど、予算の適正な執行を図る。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

067 平成２６年度対象 ○

069 字幕番組・解説番組等の制作促進 平成9年度 終了予定なし 300 300 274  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

300 400 100 - 執行等改善
生放送番組及びローカル放送局が制作する
字幕番組並びに解説番組等への補助の重点
化を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

068 平成２５年度対象 ○

070 全省庁的統一資格審査実施経費 平成13年度 終了予定なし 167 167 128  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

378 642 264 - 執行等改善
改修等の仕様の内容を精査し、一層の入札
の競争性の向上を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

069 平成２６年度対象

071 電気通信行政情報システムの維持運用 昭和49年度 終了予定なし 245 245 239  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

267 350 83 - 執行等改善
改修等の仕様の内容を精査し、一層の入札
の競争性の向上を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

070 平成２６年度対象

072 情報通信政策のための総合的な調査研究 昭和60年度 終了予定なし 96 96 87  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

99 99 - 執行等改善
一般競争契約による競争性の確保や経費の
効率的執行に努めている。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

071 平成２６年度対象 ○

073 情報通信技術の利活用に関する調査研究 平成16年度 終了予定なし 31 31 28  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

31 50 19 - 執行等改善

所見を踏まえ、予算執行に当たっては、引
き続き競争入札の実施の徹底と適切な執行
管理を図り、更なる経費の効率化に努める
こととする。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

072 平成２６年度対象 ○

074 地域情報化の推進（地方） 平成18年度 終了予定なし 42 42 34  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

42 55 13 - 執行等改善

ICTの利活用は、地域活性化、地域医療、
高齢化、防災、安心・安全など、様々な地
域課題の解決方策として、地方創生を実現
するために必要不可欠な手段であるので、
ICT利活用の優良事例の普及展開を重点化
し、執行にあたっては、旅行パックの利用
等により経費の圧縮に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用等推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

074 平成２６年度対象

075 先導的教育システム実証事業 平成26年度 平成28年度 299 299 294  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

075 平成２８年度対象

076 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 平成26年度 平成28年度 717 717 712

サイバーセ攻撃防御への必要性が高まって
いる状況において、目標を上回る実績を上
げていることは積極的に評価すべきであ
り、当初目標の実現にまで水準を下げて予
算額を削減する必要はないと考える。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了
予定通り平成28年度をもって事業終了致し
ましたが、引き続きサイバー攻撃への対応
能力の向上に取り組んで参ります。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

076 終実施年度

077
スマートフォン上のアプリケーションにおけ
る利用者情報の取扱いに係る技術的検証等に
係る実証実験

平成26年度 平成28年度 45 45 42  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

079 平成２８年度対象

078 ふるさとテレワーク推進事業 平成26年度 平成30年度 721 721 532  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

630 700 70 - 執行等改善
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、適切な執行管理を行い、更なる経費の
効率化に努めることとする。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

080 平成２８年度対象 ○

079 ＩＣＴスマートシティ整備推進事業 平成26年度 平成32年度 550 258 223

成果を確実な者とするために、各地域のス
テイクホルダーが主体的に参加し、地域の
特色を活かした事業を展開することを期
待。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

505 424 ▲81 - 執行等改善

各地域のステイクホルダーが主体的に参加
した先進的なデータ利活用型ICTスマート
シティモデルの導入を促進するとともに、
各都市・地域が抱える多様な課題を解決す
る事業を採択するなど適切な事業執行を行
う。

(平成28年度事業名：
ＩＣＴまち・ひと・し
ごと創生推進事業)
「新しい日本のための
優先課題推進枠」424
百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

083 行革推進会議 ○

080 観光・防災Wi-Fiステーション整備事業 平成26年度 平成28年度 262 415 394  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

085 平成２８年度対象

081 ウェブアクセシビリティに関する調査研究 平成27年度 平成30年度 16 16 15  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

14 25 11 - 執行等改善
所見を踏まえ、引き続き複数者の見積り比
較、競争入札の実施を徹底し、適正な予算
執行に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

087 平成２８年度対象

082
多様なクラウド環境下における情報連携基盤
構築事業

平成27年度 平成28年度 101 101 84  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

088 平成２８年度対象

083
次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事
業

平成27年度 平成28年度 50 50 38  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

089 平成２８年度対象

084 オープンデータ等利活用推進事業 平成27年度 平成29年度 187 187 171

「技術仕様を2件以上確立、技術仕様に沿っ
たデータ利活用モデルを2件以上確立」とい
う成果目標が記載され、目標が達成されて
いると書かれていますが、この記述でどん
な成果があったのか理解できる国民はまず
いないと思います。どのように利活用が進
んでいるのかを説明することはできないの
でしょうか。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

298 - ▲298 - 予定通り終了

[外部有識者の所見を踏まえた改善点]
外部有識者の所見を踏まえ、確立した技術
仕様及び技術仕様に沿ったデータ利活用モ
デルの具体的な内容と利活用の進捗状況に
ついて記載。

[行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえた改善点]
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、複数社からの見積もりを徹底するな
ど、さらなる経費の効率化を図り、適正な
予算執行に努める。

(平成28年度事業名：
オープンデータ・ビッ
グデータ利活用推進事
業）

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

091 終実施年度

085 公的個人認証サービス利活用推進事業 平成27年度 平成30年度 1,090 358 350  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

259 680 421 - 執行等改善
30年度の執行に当たっては、29年度に得ら
れた知見を活用する。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」680
百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

093 平成２８年度対象
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

（単位：百万円）

会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業開始
年度 執行額

外部有識者の所見
事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

086 ＩoＴおもてなしクラウド事業 平成27年度 平成29年度 646 646 639

標準仕様を採用したデジタルサイネージ設
置者数が３になり、共通クラウド基盤での
サービス連携事業者数が２０になれば実証
実験が成功したことになる、ということか
と思いますが、それが共通クラウド基盤を
活用したサービス提供にどれほど貢献する
のか、訪日外国人利用者にとってどれほど
よいことなのか、全く理解できませんでし
た。今年度一杯で共通クラウド基盤の活用
はどれほどできるようになるのか、理解で
きるような説明は難しいでしょうか。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

248 - ▲248 - 予定通り終了

本事業は、2020年に4000万人と予想される
訪日外国人がストレスなく快適に過ごすこ
とが可能となるICT基盤の整備を目指すも
のであり、本実証を通じて、2020年までの
共通クラウド基盤及び当該基盤を用いた
サービスの社会実装を目的としている。成
果目標は、当該社会実装を目指すに当た
り、共通クラウド基盤を用いたユースケー
スのモデルケースとしての提示や、ルール
の検討等を行うために必要と思われる実証
の規模として目標値を設定したもの。な
お、28年度時点で 終年度の目標を達成し
たものについては目標値を見直しを行っ
た。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

094 行革推進会議

087
４Ｋ・８Ｋ等 先端技術を活用した放送・通
信分野の事業支援

平成27年度 平成28年度 393 393 382

昨年度で終了した事業ですが、衛星放送に
よる４Ｋ・８Ｋ実用放送を行っている事業
者が１という成果を得たことで、２０２０
年（平成３２年）に４Ｋ・８Ｋの視聴世帯
が５０％になるという目標がどうして達成
できると見込まれるのか、説明が必要と思
います。本事業の成果が平成30年12月に予
定されている実用放送の開始にどのように
貢献したのかを知りたいと思いました。こ
のような説明がないと、本事業の価値が理
解できません。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了

外部有識者の所見に関して、事業が終了し
た平成28年度末時点では、衛星放送による
４K・８K実用放送を行っている事業者は１
者ですが、本事業の成果を踏まえ、平成29
年１月に11事業者を衛星放送による４K・
８K実用放送を行う事業者として業務認定
（平成30年12月以降開始）しております。
これらの事業者が実用放送を開始すること
で、多くの方が４K・８Kを視聴できる環境
が整い、2020年（平成32年）における50％
の数値目標に向けて今後向上が見込まれる
ものと考えております。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

095 終実施年度

088 放送コンテンツの海外展開総合支援事業 平成27年度 平成28年度 - 1,200 1,198  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

097 平成２８年度対象 ○

089
若年層に対するプログラミング教育の普及推
進

平成28年度 平成29年度 275 2 2  平成29年度公開プロセス
事業内容の一部

改善
公開プロセスの評価結果を踏まえ対応を検討
すること。

152 - ▲152 - 執行等改善

外部有識者の所見を踏まえ、下記のとおり
対応。
・文科省、総務省、経産省と経済界・教育
界とで本年３月に設立した「未来の学びコ
ンソーシアム」で、本事業の成果等を含む
ロードマップを策定予定。
・アウトカム指標として「実証モデルの参
照件数」を追加。
・一括請負に関して、29年度は、業務の専
門性を勘案し、契約を実証管理とポータル
サイト開発の２本に分け、より競争性・専
門性を向上。
・実証成果を市内全小学校に普及させた石
川県加賀市など、自走・横展開の状況を今
後ともフォローするとともに、有識者から
なる推進会議でモデルの分析評価を推進
し、実施団体が一堂に会し、交流を深める
場などを通じてさらに相互連携を図り、モ
デル改善等を推進。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新28-
0008

前年度新規

090 映像等近未来技術活用促進事業 平成28年度 平成28年度 99 99 97

行政事業レビュー・シートでは、「事業の
概要」の欄には何をするかという手段を記
述、「活動指標及び活動実績（アウトプッ
ト）」には事業によって得ることができた
直接的な成果を記述、「成果目標及び成果
実績（アウトカム）」の欄にはアウトプッ
トを得たことによってどのような上位の目
的が達成されたか、どのように上位の目的
に貢献ができたか、を記述するという目的
と手段の連鎖構造が示されるようにできて
いると思います。しかし本シートの内容を
見ると、これら３つの記述が皆同じで「8K
遠隔医療モデルの確立平成28年度中に、４
Ｋ・８Ｋ技術等を活用したＩＣＴシステム
のモデルを構築」という内容になっていま
す。モデルが3つできたことはわかります
が、それが上位の目的（アウトカム）の達
成にどの程度貢献したのかが示されていま
せん。すべき仕事はした、という内容なの
で、それによってどのような良いことが起
こるのか、成果が知りたいと思いました。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - 予定通り終了

本事業は、８Ｋ遠隔医療モデルを確立する
こと（アウトプット）により、当該モデル
を参照可能な形として提示することをアウ
トカムとするものである。ご指摘を踏まえ
て、その点が明確になるよう、アウトカム
の記載を修正させていただいた。平成29年
度に実施している医療・健康データ利活用
基盤高度化事業において、本事業で確立し
たモデルを参照した実証事業を行ってい
る。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新28-
0009

前年度新規

091 地域防災等のためのＧ空間情報の利活用推進 平成28年度 平成30年度 237 148 142

自治体がＧ空間防災システムを実装すると
これまでできなかったどのようなことがで
きるようになるのかを簡潔に説明すること
は可能でしょうか。「被災状況の把握や住
民への災害情報の迅速な伝達等を可能とす
る」と説明されていますが、これまでは迅
速でなかったということでしょうか。国民
に事業の価値がわかるような記述が欲しい
と思います。またＬアラートがどのような
ものかも説明が欲しいと思います。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

217 200 ▲17 - 執行等改善

・外部有識者のご指摘の件をふまえ、「事
業の目的」及び「本事業の成果と上位施
策・測定指標との関係」に追記致しまし
た。
・行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえて、モデル・ガイドライン策定に係る
実施調査及び研修・セミナーの開催にあた
り効率的かつ適正な執行に努める。

(平成28年度事業名：
次世代Ｇ空間社会の構
築（Ｇ空間２．０））

「新しい日本のための
優先課題推進枠」200
百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新28-
0010

前年度新規

092
地域コンテンツの流通促進のためのポータル
サイトに関する調査研究

平成28年度 平成28年度 30 30 29

アウトカムとして「技術的課題や運用上の
課題の解決方策の数」８を達成したと記載
されていますが、８０と書かれていても読
む側にとっては全く同じで、どのようなア
ウトカムが得られたのか全く理解できませ
ん。どのような課題の解決ができるように
なったのか、それによりどのような進展が
図られるのかを説明することはできないの
でしょうか。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了

アウトカムとして、具体的にはポータルサ
イトに必要となる機能要件（メタデータ管
理機能等）の整理、実装方法やコンテンツ
配信システムにおける効率的な配信方式、
配信品質確保等に係る方策などが挙げられ
ており、これを活用することで、円滑かつ
効率的な地域コンテンツの流通確保に係る
取組の推進が期待される。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新28-
0011

前年度新規 ○

093 放送コンテンツ海外展開助成事業 平成28年度 平成29年度 225 225 208

「国費投入の必要性」について、「海外展
開の初期段階においては採算性が厳しく事
業リスクを払拭できないため、民間ベース
で自立できるまでの間は国による継続的な
支援が必要」と記載されていますが、本事
業によって民間主体は自立へ向かっている
のでしょうか。海外売り上げだけを成果と
して追求していると、民間主体はいつまで
経っても自立せず、むしろ国依存の体質が
できてしまうのではないでしょうか。自立
を成果とすべきような気がします。

終了予定
平成２９年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

242 - ▲242 - 予定通り終了

外部有識者の所見を踏まえ、平成30年度予
算要求において、より自走化を促すような
事業スキームの要求とすることとしており
ます。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新28-
0012

前年度新規 ○
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額
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補助
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事業
番号
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平成２８
年度レ
ビュー
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事　　業　　名
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平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
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事業開始
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事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

094
ＩＣＴ技術を活用した子育て・高齢者支援街
づくり事業

平成28年度 平成29年度 60 - -

「国費投入の必要性」について「・・・国
が先導して実施する必要がある」と書かれ
ていますが、日本テレワーク協会を経由し
て５４百万円がいくつの自治体に交付さ
れ、どのような成果をあげたのでしょう
か。補助を受けたいと思っている団体は極
めて多いのではないかと思いますが、わず
か６０百万円を国が支出するより、歴史も
あり、多くの有力企業が協賛している日本
テレワーク協会に任せればよい事業のよう
に思われます。また、協会が中間で６百万
円を使っているようですが、補助金交付事
務にかかる費用としては大きすぎるように
も思います。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

- - - - 予定通り終了

本事業は、平成28年度第二次補正予算を29
年度に繰り越し、現在実施中である。行政
事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、
予算執行に当たっては、適切な執行管理を
徹底し、更なる経費の効率化に努めること
とする。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規 ○

095 放送コンテンツ海外展開基盤総合整備事業 平成28年度 平成29年度 1,340 - -

「国費投入の必要性」について、事業番号
0093と同じように「海外展開の初期段階に
おいては採算性が厳しく事業リスクを払拭
できないため、民間ベースで自立できるま
での間は国による継続的な支援が必要」と
記載されています。0093と比べ、「本事業
は全国を広く取り扱うコンテンツに対する
放送コンテンツの海外展開」を支援すると
いうことから、国が関与する意義はわかり
ますが、やはり0093と同様に「民間が自立
できるまでは支援する」という考えが示さ
れているのですから、0093と同じように、
本事業によって民間主体は自立へ向かって
いるのかを検証する必要があると思いま
す。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

- - - - 予定通り終了

外部有識者の所見を踏まえ、平成30年度予
算要求において、より自走化を促すような
事業スキームの要求とすることとしており
ます。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規 ○

096 IoTサービス創出支援事業 平成27年度 平成30年度 700 301 298

「事業概要」の欄には何をするのかを記載
し、「成果目標及び成果実績（アウトカ
ム）」の欄にはその結果得られる成果を記
載することになっています。両者は手段と
目的の関係にありますが、これらの欄には
「データ利活用の促進等に必要なルールの
明確化を行う」という同じ文章が書かれて
います。何をするのか、とその結果どのよ
うな成果をあげたいのか、は異なるはずで
す。アウトカムは書かれていないと思いま
す。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

505 599 94 182 縮減

　外部有識者の所見を踏まえ、「事業概
要」の表現を修正し、「成果目標及び成果
実績（アウトカム）」については、「定量
的な成果目標」を「平成30年度までに、実
証事業を通じて構築したIoTサービスの創
出・展開に当たって克服すべき課題の解決
に資する参照モデルを実装する」、に、
「成果指標」を「IoTサービスの創出・展
開に当たって克服すべき課題の解決に資す
る参照モデルの実装数」に修正した。
　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、実証事業1件当たりの単価を縮減す
る見直しを行った。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」599
百万円
平成28年度レビュー
シート096を統合

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

096
新29-
0010

行革推進会議 ○

097
地上４Ｋ放送等放送サービスの高度化推進事
業

平成28年度 平成29年度 900 3 3

「地上４Ｋ放送等の実現に向けた研究開発
等事業及びブロードバンドを活用した放送
コンテンツの配信実証実験」とあるが、現
段階では実質委員会開催のみの実績しかな
いので、レビューになじまない。各種指標
とその達成についての記述も次年度以降に
のものであり、これも評価できない。数年
後の目標として「4K・8Kの視聴世帯数の割
合(％)」＝５０％とあるが、これはおお
ざっぱすぎないか。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

- - - - 予定通り終了

・本事業は、委員会の議論の内容等を踏ま
えつつ、平成29年度に実施するものです。
・「4K・8Kの視聴世帯数の割合(％)」＝
50％については、「日本再興戦略」改訂
2016（2016年6月2日、閣議決定）における
4K・8K普及に関する目標であり、本事業に
ついてもこの目標達成に資するものと考え
ております。上記について明確化するた
め、レビューシートの「根拠として用いた
統計・データ名（出典）」に「日本再興戦
略」改訂2016を追記いたしました。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規 ○

098 ＩＣＴ人材育成 平成28年度 平成29年度 27 - -
事業内容の詳細、契約の詳細が不明なので
検討できない。一般論としてICTに係る教材
開発、研修の必要性は認める。

終了予定
平成29年度をもって事業終了。更なる経費の
効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

- - - - 予定通り終了

本事業は、平成28年度第二次補正予算を29
年度に繰り越し、現在実施中である。行政
事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、
予算執行に当たっては、適切な執行管理を
徹底し、更なる経費の効率化に努めること
とする。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規

099 医療・健康データ利活用基盤高度化事業 平成28年度 平成30年度 2,998 30 25

 99%が繰越になっている事業で、レビュー
シートに記載された内容だけでは、成果目
標の妥当性や当該事業がその成果につな
がっているかなどの評価を行うことは困
難。資金の流れのうち、Bの再委託内容が
「検証項目調査」だけでは4百万円の再委託
が妥当かどうか評価困難。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

- 389 389 - 執行等改善

平成29年度から、成果目標及び成果実績の
欄に記載した「医療情報連携基盤
（EHR）」の整備に対する補助事業を開始
している。本事業の実施に当たっては、監
査法人等の活用により、適切かつ効果的な
予算執行に努めているところ。
ご指摘のBの再委託については、遠隔保健
指導システムの課題把握のため、PHR利活
用研究事業などの実績を有し、健康・予防
分野における知見をもつNTTデータ経営研
究所に再委託を行ったものである。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」389
百万円

30年度事業名：医療・
介護・健康データ利活
用基盤高度化事業

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規 ○ ○

施策名：Ⅴ-３ 放送分野における利用環境の整備

100 放送ネットワーク整備支援事業 平成26年度 平成30年度 428 423 368  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

130 1,727 1,597 - 執行等改善

引き続き、交付先決定の際には公募を行
い、外部有識者による評価会を実施するな
どして、事業の効果や効率性に留意し執行
を行うよう努める。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1,727百万円

平成30年度は、「新
29-0010 ４Ｋ・８Ｋ時
代に対応したケーブル
テレビ光化促進事業」
を統合し、要求予定。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

086 平成２８年度対象 ○

101 放送政策に関する調査研究 平成19年度 終了予定なし 45 45 45  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

45 76 31 - 執行等改善

予算執行において、複数社からの見積り取
得の徹底や、調査項目を精査した上で、よ
り優先度の高い項目に調査対象を絞るな
ど、更なる経費の効率化を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

098 平成２７年度対象 ○

102 国際放送の実施 昭和26年度 終了予定なし 3,544 3,644 3,644  外部有識者による点検対象外 現状通り 確実な事業の実施に努めること。 3,544 3,544 - - 現状通り
平成30年度においても引き続き、放送法に
基づきNHKに実施要請を行い、国として必
要な国際放送の確実な実施に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

099 平成２５年度対象

103 地域ＩＣＴ強靱化事業（地方） 平成26年度 終了予定なし 3 3 2  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

10 85 75 - 執行等改善

引き続き、送信点調査、運用訓練、説明会
等の効率的な実施計画を策定するなどし
て、適切な執行管理を徹底し、さらなる経
費の効率化を実現する。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用等推進費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

100 平成２７年度対象

104 テレビジョン放送難視聴対策事業 平成28年度 平成28年度 - 60 34
必要性の高い事業と考える。成果目標や活
動指標では、難視聴対策の対象となった世
帯数がわかるようにすべきではないか。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - 予定通り終了

平成28年度をもって事業終了。外部有識者
の所見を踏まえ、「根拠として用いた統
計・データ名（出典）」の欄に難視聴解消
の対象となった世帯数（64世帯）を記載。

予備費
34

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

- 前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整備

105
電気通信事業分野における事業環境の整備の
ための調査研究

昭和62年度 終了予定なし 108 108 101  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

138 170 32 - 執行等改善
平成30年度概算要求では、より優先度の高
い項目に調査対象を絞るなど、更なる経費
の効率化を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

101 平成２７年度対象 ○

106
電気通信事業分野における消費者利益確保の
ための事務経費

平成6年度 終了予定なし 324 324 298  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

330 364 34 - 執行等改善
より優先度の高い項目に調査対象を絞るな
ど、更なる経費の効率的な執行を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

102 平成２７年度対象 ○
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107
電気通信事業分野における安全・信頼性確保
のための事務経費

平成12年度 終了予定なし 33 33 33  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

29 35 6 - 執行等改善
これまでの執行実績を検証し、仕様書の明
確化を図ることにより競争性が向上するよ
う、取り組みを実施

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

103 平成２７年度対象 ○

108 情報通信利用環境整備推進事業 平成23年度 平成28年度 - 342 230  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

104 平成２７年度対象 ○

109
電気通信消費者権利の保障等推進経費（地
方）

平成22年度 終了予定なし 9 9 7  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

10 13 3 - 執行等改善
会場費等の経費の効率的な執行を行う等、
更なる経費の効率化を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用等推進費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

105 平成２７年度対象

110
パーソナルデータ利活用のための安全確保技
術の実証

平成27年度 平成28年度 25 25 25  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

108 平成２８年度対象

111 異常トラヒックの自動遮断実現のための検証 平成27年度 平成28年度 15 15 15  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

109 平成２８年度対象

112 離島向け海底光ファイバ整備 平成27年度 平成28年度 - 803 756  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

110 平成２８年度対象

113 情報通信基盤整備推進事業 平成28年度 平成32年度 599 120 107

条件不利地域の対策は、従来から行われて
きた事業であり、経験等の積み重ねがある
と見込まれる。それにもかかわらず、当初
予算だけでみても7割相当もの繰越となって
いる説明が、「事業着工の際の計画変更
等」だけではそれが「やむを得ない事由」
かどうかを判断することが困難。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

670 1,100 430 - 執行等改善
所見を踏まえ、説明欄の記載をより詳細に
記載した。今後は、進捗管理も更に徹底
し、予算執行の効率化を図る。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1,100百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

新28-
0013

前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-５ 電波利用料財源による電波監視等の実施

114 電波の監視等に必要な経費 平成5年度 終了予定なし 6,299 6,338 5,602  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

9,296 9,600 304 - 執行等改善
所見を踏まえ、入札における競争性向上の
ため、調達仕様の汎用化・分割化を実施
し、引き続き経費の効率化に努める。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

111 平成２６年度対象

115 総合無線局監理システムの構築と運用 平成5年度 終了予定なし 7,576 7,576 7,370  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

9,014 12,350 3,336 - 執行等改善

所見を踏まえ、制度改正に伴う機能改修案
件の見直し及び業務改善のための見直しを
行うことにより、引き続き経費の効率化に
努める。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

112 平成２６年度対象

116 電波の安全性に関する調査及び評価技術 平成9年度 終了予定なし 646 364 353  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1,040 1,012 ▲28 - 執行等改善

委託研究について、経理検査等により、受
託機関による経費の使途について必要性・
合理性を精査し、効率的な執行を図る。
また、調査業務等について、潜在的な事業
者等へ積極的に情報提供を行い、競争参加
者の掘り起こしなどの更なる改善を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費
   （大事項）電波利用料財
源電波利用技術の研究開発等

に必要な経費

113 平成２６年度対象 ○

117
無線システム普及支援事業（周波数有効利用
促進事業）

平成25年度 平成28年度 652 1,507 1,211  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

115 平成２８年度対象 ○

118
無線システム普及支援事業（携帯電話等エリ
ア整備事業）

平成17年度 終了予定なし 1,264 1,265 1,084  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

3,598 3,360 ▲238 - 執行等改善
所見を踏まえ、更なるコスト縮減策等を図
り、単価の精査を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

116 平成２５年度対象 ○

119
無線システム普及支援事業（地上デジタル放
送への円滑な移行のための環境整備・支援）

平成20年度 終了予定なし 28,426 27,969 27,188  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1,339 1,800 461 - 執行等改善

外国波を含む他の電波との混信の解消及び
福島原発避難区域における受信対策を完了
させるため、適正かつ効率的な執行に取り
組むとともに、ホームページ等を活用した
国民への分かりやすい説明や周知による透
明性の確保に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

117 平成２６年度対象 ○

120 電波遮へい対策事業（トンネル） 平成11年度 終了予定なし 3,009 2,376 2,112  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

7,050 7,350 300 - 執行等改善
所見を踏まえ、更なるコスト縮減策等を図
り、単価の精査を実施。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
7,350百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

118 平成２５年度対象 ○

121 周波数の使用等に関するリテラシーの向上 平成21年度 終了予定なし 123 123 120  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

241 304 63 - 執行等改善

電波の安全性に関して、業務の効率化、調
査委託費や資料印刷等の単価の見直しを行
うなど、更なる経費の効率化を図る。
電波の適正利用に関して、事務委託費など
更なるコスト削減策等を行い、経費の効率
化を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

119 平成２７年度対象

122 電波資源拡大のための研究開発等 平成8年度 終了予定なし 11,923 11,923 11,635  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

19,229 23,278 4,049 - 執行等改善
有識者による外部評価等を踏まえた実施内
容や予算額の精査を行い、更なる経費の効
率化を図る。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1,088百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費
   （大事項）電波利用料財
源電波利用技術の研究開発等

に必要な経費

120 平成２６年度対象

123
標準電波による無線局への高精度周波数の提
供

平成11年度 終了予定なし 430 430 423  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

561 571 10 - 執行等改善

必要経費が変動する要因となる資材購入に
ついては、資材更新計画等の精度をあげる
ことにより、不要な経費の支出が生じない
よう管理していく。

国際戦略局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波利用技術の研究開発等に

必要な経費

121 平成２５年度対象

124
無線システム普及支援事業(民放ラジオ難聴解
消支援事業)

平成26年度 平成30年度 1,006 1,381 1,334  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

2,018 2,050 32 - 執行等改善

引き続き、交付先決定の際には公募を行
い、外部有識者による評価会を実施するな
どして、事業の効果や効率性に留意し執行
を行うよう努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

122 平成２８年度対象

施策名：Ⅴ-６ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進

125 国際会議への対応 平成17年度 終了予定なし 184 184 128  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

184 229 45 - 執行等改善
所見を踏まえ、複数社からの見積もり取得
の徹底等、さらなる経費の効率化を実施。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

123 平成２７年度対象

126 国際電気通信連合（ＩＴＵ）分担金・拠出金 昭和24年度 終了予定なし 787 787 787  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 625 633 8 - 現状通り
連合加盟国の責務として、今後も国が継続
して負担。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

124 平成２５年度対象

127 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）への拠出 平成13年度 終了予定なし 40 40 40  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 69 69 - - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。 国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

125 平成２７年度対象

128
アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）分
担金・拠出金

昭和54年度 終了予定なし 200 200 200  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 148 151 3 - 現状通り
構成国の責務として、今後も国が継続して
負担。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

126 平成２７年度対象
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129
ＩＣＴ発展に向けた日ＡＳＥＡＮ共同調査・
研究事業

平成21年度 終了予定なし 20 20 20  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

11 11 - - 執行等改善
更なる経費の効率化を図るため、経費の見
直し等を徹底する。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

127 平成２７年度対象

130
国際情報収集・分析、戦略的な国際情報発信
等の実施

平成11年度 終了予定なし 92 92 79  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

89 90 1 - 執行等改善
所見を踏まえ、調査項目の精査、複数社か
らの見積もり取得の徹底等、さらなる効率
化を実施。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

128 平成２７年度対象

131 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 平成27年度 平成33年度 1,271 1,771 1,665  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

606 1,600 994 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図るため、案件の精
査・経費の見直し等を引き続き徹底しま
す。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1,600百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

129 平成２８年度対象

132 Ｇ７情報通信大臣会合開催経費 平成28年度 平成28年度 137 137 137

随意契約１者落札率100％となっており、質
の高い調達ができたか不明である。参加者
の評価点を記載するなどの工夫をされた
い。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了

　　Ｇ７情報通信大臣会合は年度開始間も
ない4月開催であったため、一部業務（企
画立案業務）については平成27年度中に契
約を行った。（複数者（４社）の企画案を
厳正に採点した上での随意契約（企画競
争）であり、事業者の選定に当たり質的評
価を実施している。）
　なお、平成28年度に契約した当該案件は
運営業務が主だが、情報管理や企画案の確
実な実施という観点から前年度の契約業者
と引き続き契約する必要があったため、随
意契約を行ったもの。以上を踏まえ、シー
トの記載を修正した。

なお、当該施策は、平成28年度をもって
事業を終了している。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

新28-
0014

前年度新規

施策名：Ⅵ 郵政民営化の着実な推進

133 郵政行政における適正な監督 平成15年度 終了予定なし 52 52 46  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

52 57 5 - 執行等改善
予算の執行においては、引き続き、入札に
おける競争性を確保し、経費の効率化を
図ってまいりたい。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

130 平成２８年度対象 ○

134
郵政行政に係る国際政策の推進に必要な情報
収集

平成15年度 終了予定なし 42 42 40  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

54 66 12 - 執行等改善
引き続き、出張案件及び調査案件の絞り込
み等を通じ、経費の効率化を図ってまいり
たい。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

131 平成２８年度対象

135 国際機関への貢献 平成15年度 終了予定なし 318 318 318  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 322 340 18 - 現状通り

分担金については、連合加盟国の責務とし
て引き続き負担。拠出金については、ＵＰ
Ｕ事務局と緊密な連携を図ることで、プロ
ジェクトの進捗状況を随時確認し、適切な
予算執行の把握・管理に努める。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

132 平成２８年度対象

136 第２６回万国郵便大会議対策 平成28年度 平成28年度 63 63 53 大会参加の是非への評価はできない。 終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 予定通り平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

新28-
0015

前年度新規

施策名：Ⅶ-1 一般戦災死没者追悼等の事業の推進

137 引揚者特別交付金支給事務費 昭和42年度 終了予定なし 4 4 -  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

3 1 ▲2 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

133 平成２６年度対象

138 旧日本赤十字社救護看護婦処遇等経費 昭和54年度 終了予定なし 124 124 118  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

154 148 ▲6 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

134 平成２５年度対象 ○

139 不発弾等処理交付金 昭和48年度 終了予定なし 40 40 3  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

46 37 ▲9 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

135 平成２６年度対象 ○

140 一般戦災死没者の慰霊事業経費 昭和52年度 終了予定なし 6 6 6  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

6 6 - - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

136 平成２６年度対象

141 平和祈念展示等経費 平成22年度 終了予定なし 353 353 350  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

356 371 15 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

137 平成２６年度対象

施策名：Ⅶ-2 恩給行政の推進

142

1,190 1,190 1,172 1,133 1,112 ▲21

324,498 324,498 317,898 279,267 241,853 ▲37,414

施策名：Ⅶ-３ 公的統計の体系的な整備・提供

143 統計調査の実施等事業（経常調査等） 昭和21年度 終了予定なし 5,718 5,931 5,820  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

6,530 8,211 1,681 - 執行等改善 引き続き、適正な予算執行に努めていく。 統計局 一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

139 平成２８年度対象

144 統計調査の実施等事業（周期調査） 大正９年度 終了予定なし 10,943 10,922 10,543  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

3,687 9,876 6,189 - 執行等改善 引き続き、適正な予算執行に努めていく。 統計局 一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

140 平成２７年度対象

145 統計体系整備事業 昭和22年度 終了予定なし 10,027 10,027 9,846  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

10,076 10,205 129 - 執行等改善

・毎年度実施する委託費の監査の中で、事
務費などに係る委託費の執行について不要
不急の執行やコスト削減の余地がないか確
認し、改善の必要があれば指導することと
している。

また、毎年４月に当室が都道府県担当を
集めて開催する「都道府県庶務担当補佐会
議」等の場で、前年度や過去に監査で確認
した事例を示しつつ、適正な執行を要請し
ている。

当該会議等への参加などに係る旅費につ
いても原則パック商品の利用を推進してい
る。

なお、統計専任職員の人件費について
は、国家公務員の定員合理化計画等に準じ
て、毎年一定の削減を行うことによりコス
ト削減を図っている。

（平成２７年度から３１年度までの５ヶ
年で1,881人（26年度定員）の10%を削減す
る計画を立てている。）

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

141 平成２８年度対象

146 国連アジア太平洋統計研修所運営事業 昭和45年度 終了予定なし 326 326 325  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

309 319 10 1 縮減

　概算要求については、直近の執行実績を
基に概算要求額を精査した。
　そのうち、政府開発援助庁費について
は、事業運営をより経済的かつ効率的なも
のとするため、SIAPと協議し、内容を精査
した結果、法律の改正等により増額が避け
られない非常勤職員経費等を除き、808千
円の減額とした。

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

142 平成２８年度対象

【所見を踏まえた改善点】
・引き続き、一般競争入札、総合評価方式
の採用、複数年契約の締結及び共同調達の
活用等により、経費の効率化を図り、適正
な予算執行に努めていく。
【30'概算要求（案）における反映状況】
・人件費については、引き続き定員の計画
的削減に取り組み、常勤職員を３名削減す
るなど、経費の精査を行った。
・物件費については、恩給受給者の減少を
業務処理経費へ的確に反映するほか、必要
経費の精査（システム機器賃借料の縮減
（恩給事務総合システム、恩給相談電話受
付システムを再リース）など）及び受給者
の減少等に即した簡易なシステムを構築す
るための経費の要求を行った。

平成２７年度対象一般会計

（項）恩給費
　（大事項）恩給支給事務に

必要な経費
　（大事項）文官等に対する

恩給支給に必要な経費
　（大事項）旧軍人遺族等に
対する恩給支給に必要な経費

138
政策統括官（恩給
担当）

恩給支給事業
(上段：恩給支給事務費、下段：恩給費)

明治８年度 終了予定なし  外部有識者による点検対象外 - 執行等改善
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

（単位：百万円）

会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
委託
調査反映額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業開始
年度 執行額

外部有識者の所見
事業終了

(予定)年度
担当部局庁

評価結果
執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

147 統計調査等業務の 適化事業 平成18年度 終了予定なし 1,145 1,421 1,335  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

1,472 984 ▲488 - 執行等改善

　引き続き、政府全体の業務・システム化
の 適化を図りつつ、「政府統計の総合窓
口（e-Stat）」の掲載データの充実や統計
情報のワンストップサービスについて、利
用者の視点にも留意しつつ、一層推進する
とともに、API機能や小地域に特化した統
計GIS「jSTAT MAP」の提供、データベース
化した統計データの拡充やＬＯＤの提供な
ど、統計オープンデータの高度化を推進す
る。

統計局 一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

143 平成２８年度対象

施策名：Ⅶ-４ 消防防災体制の充実強化

148 緊急消防援助隊の機能強化 平成16年度 終了予定なし 6,946 6,621 6,242  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

6,129 6,613 484 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
  （大事項）消防防災体制等
の整備に係る技術研究開発に

必要な経費

144 平成２５年度対象 ○

149
常備消防力の強化等地方公共団体における消
防防災体制の充実強化

昭和28年度 終了予定なし 2,210 2,427 2,300

「（訓練への）参加者数」をアウトカム指
標にするのではなく、より実効的な訓練が
できているかどうかがポイントなのではな
いだろうか。動員をかければ目標が達成で
きる類のものは政策評価に果たしてなじむ
のか。また、女性吏員の数の増加を目標に
しているが毎年の達成度を10年後の目標に
リンクさせるのは果たして妥当か（他の項
目は毎年の目標に対する達成度）。具体的
な事業が多岐に渡りすぎて一つの事業レ
ビューとして評価しずらいので、議論にな
じむような工夫ができないか。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1,687 1,900 213 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努める。

消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
145 その他 ○

150 消防団等地域防災力の充実強化 平成20年度 終了予定なし 1,311 756 640  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

667 776 109 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
146 平成２６年度対象

151 Ｊアラートによる緊急情報の伝達体制の強化 平成21年度 終了予定なし 388 388 364  平成29年度公開プロセス
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

499 471 ▲28 - 執行等改善

外部有識者の所見を踏まえ、下記のとおり
対応。
・ より確実な情報伝達を行うため、全て
の市区町村において２手段　　以上の情報
伝達手段を保有する割合を、新たな成果指
標とする。
・ 不具合ゼロを目指して、引き続き様々
な試験・訓練を実施する。仮に不具合が認
められた場合には、原因究明と再発防止を
徹底するなどのフォローアップを行う。
・ ミサイル発射情報などの伝達があった
場合に身を守るため取るべき行動につい
て、ホームページへの掲載や政府広報の実
施により、更なる浸透を図るとともに、住
民避難訓練における参加者の意見等を踏ま
え、関係省庁と連携して、必要な改善を行
う。

消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
147 その他 ○

152 消防庁危機管理機能の充実・確保 平成19年度 終了予定なし 1,280 1,280 931  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

903 1,145 242 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費

（項）消防庁施設費
　（大事項）消防庁施設整備

に必要な経費

148 平成２５年度対象 ○

153 火災予防対策の推進 平成20年度 終了予定なし 76 76 54  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

73 77 4 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
149 平成２７年度対象

154 危険物事故防止対策の推進 平成20年度 終了予定なし 71 71 59

「過去5年間平均」を指標にするのは理解が
できるが、事故件数減少のために「積極的
に」取り組むための政策課題が明確ではな
い。レビューシートを見る限り、一般的に
行っている調査、試験、メンテ、指導等が
中心になっており、結局、件数の増減は
「偶然」に左右される（＝平均付近を推移
する。ここ２年は増えている）のではない
か。事故減少のための「抜本的」「大胆
な」取り組みはできないか。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

65 66 1 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努める。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
　（大事項）消防防災体制等
の整備に係る技術研究開発に

必要な経費

150 その他

155 コンビナート災害対策等の推進 平成20年度 終了予定なし 21 21 16  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

21 18 ▲3 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
151 平成２８年度対象

156 消防防災分野の研究開発に必要な経費 平成15年度 終了予定なし 294 294 281  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

279 345 66 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
  （大事項）消防防災体制等
の整備に係る技術研究開発に

必要な経費

（項）消防庁施設費
　（大事項）消防庁施設整備

に必要な経費

152 平成２８年度対象

施策名：Ⅰ-１ 公害紛争の処理

157 公害紛争処理等に必要な経費 昭和47年度 終了予定なし 59 59 27  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所
要額を計上。

59 59 - - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

公害等調整委員会
事務局

一般会計
（項）公害等調整委員会

（大事項）公害紛争処理等に
必要な経費

153 平成２５年度対象

いずれの施策にも関連しないもの

158 国際行政学会等分担金 昭和29年度 終了予定なし 10 10

代替目標ないしアウトプット指標につい
て、わが国から「発信」する論文提出・発
表等件数だけでなく、わが国が「受信」す
る諸外国からの提出論文・発表等の件数も
指標及び実績として示すとともに、それら
の成果が行政機関の間だけでなく、国民全
体の共有財産として有効活用されるよう一
層の工夫が必要。

現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 9 9 -
年度内に改善を

検討

御指摘を踏まえ、既存の取組に「国際行政
学会国際大会及びICA総会により受信した
諸外国の提出論文・発表等の件数」の要素
を加え、国際会議の成果が国民全体の共有
財産として有効活用されるよう、国際行政
学会国際大会における発表論文等を整理等
した報告書のHPへの掲載方法を工夫すると
ともに、専門誌等に、ICAを通じて得た各
国の取組状況に係る特集記事を掲載する
等、さらに情報発信を図ることとする。

行政管理局 一般会計
（項）総務本省共通費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

154 その他

159 国際統計協会分担金 明治32年度 終了予定なし 0.3 0.3  外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 0.2 0.2 0.0 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。
政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）総務本省共通費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

155 平成２５年度対象

160 経済協力開発機構拠出金 平成17年度 平成28年度 1 1 1  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成28年度で終了 - - - - 予定通り終了

経費の効率化、適正な執行、また毎年度の
シーリングに対応するため、費用対効果に
鑑み、より優先度の高い事業に予算を振り
分けた。

自治財政局 一般会計
（項）総務本省共通費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

156 平成２８年度対象

161 アジア地域行政会議等分担金 昭和35年度 終了予定なし 1 1 1  外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 1 1 - - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める 自治大学校 一般会計
（項）総務本省共通経費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

157 平成２５年度対象
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様式１ 別添３

平成２９年度 平成３０年度
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可能額

差引き
備　考

反映状況

162
総務本省施設整備費（沿岸測定用簡易型鉄塔
施設）

平成21年度 終了予定なし 4 4 3

①なぜ28年度だけ予算額及び執行額が増え
ているのか、説明が不足している。
②アウトプット指標である型式検定件数の
指標(見込値及び実績値)が28年度にかけて
大きく減少し、29、30年度の見込値が再び
増加に転じている経緯についての説明が必
要。
③支出先上位10者リストのAに関して、一者
入札の理由の分析を的確に行い、適正な契
約執行に向けて改善の余地がないか検証が
必要。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

1 3 2 - 執行等改善

H28年度の予算額等が増加しているのは、
例年の修繕に加えて、海岸沿いに当該設備
を設置する関係上、機械設備部分等が塩害
により激しく損傷するため、機械設備部分
等の補修を追加して行う必要があったため
である。入札については、所定の手続きを
行ったものの、結果的に１者のみ応札だっ
たものであり、今後、同様の調達の手続き
には複数の業者が参加するよう働きかけを
行う。
各年度どの程度の申請が行われるかについ
ては、専ら申請者の意向によるものであ
り、実際に増減が激しく、予測が極めて困
難である。このため、見込み値について
は、直近３年間の平均値を示しているとこ
ろ。

総合通信基盤局 一般会計
（項）総務本省施設費

　（大事項）総務本省施設整
備に必要な経費

159 その他

163
国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交
付金

平成13年度 終了予定なし 29,331 29,331 29,331  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

27,302 32,796 5,494 執行等改善 国際戦略局 一般会計

（項）国立研究開発法人情報
通信研究機構運営費

　（大事項）国立研究開発法
人情報通信研究機構運営費交

付金に必要な経費

160 平成２６年度対象

164
国立研究開発法人情報通信研究機構施設整備
費補助金

平成13年度 終了予定なし 43 43 29

機構に対する運営交付金とは別に、補助金
として別途、施設整備のために毎年一定の
額を支出をしている制度的な立てつけにつ
いて、説明が必要と思われる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努めること。

43 200 157 - 執行等改善

所見を踏まえ、引き続き複数者からの見積
り取得の徹底等、さらなる経費の効率化を
実施。
また、施設整備費補助金の説明については
レビューシートの備考に記載。

国際戦略局 一般会計

（項）国立研究開発法人情報
通信研究機構施設整備費

　（大事項）国立研究開発法
人情報通信研究機構施設整備

に必要な経費

161 その他

165 独立行政法人統計センター運営事業 平成15年度 終了予定なし 9,014 9,014

①アウトカム指標は、事業概要に示された
統計調査の製表、情報の蓄積・加工、技術
の研究など具体的な事業に即して設定し、
それに基づき評価・分析することが必要。
今の評価指標では、各事業の課題も見えて
こない。
②本体シートでは、9,014百万円の全額が統
計センターに運営交付金として支出される
形になっているが、セグメントシートは、
いずれのシートも、一部が総務省に留まる
形になっている。その点について、適切に
整合性を図る必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めること。

7,672 7,576 ▲96 - 執行等改善

①所見を踏まえ、次回から各事業別の評価
指標を設定することとする。
②セグメントシート上の資金の流れについ
ては、作成要領に基づき、「総務省」欄は
予算額、一方「Ａ　独立行政法人統計セン
ター～Ｄ　公益法人等」欄は決算額により
作成しているため、差異「269百万円」が
生じております。
御指摘いただいた「一部が総務省に留まる
形になっている。」については、総務省か
ら統計センターへ9,014百万円の全額が運
営費交付金として支出されており、執行残
額となった269百万円については国庫納付
を行っております。

統計局 一般会計

（項）独立行政法人統計セン
ター運営費

　（大事項）独立行政法人統
計センター運営費交付金に必

要な経費

162 その他

166 政党助成事務委託費 平成７年度 終了予定なし 24 24 21  外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 24 24 - - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める 自治行政局 一般会計
（項）政党助成費

　（大事項）政党助成に必要
な経費

163 平成２５年度対象

167 四国総合通信局新営工事 平成28年度 平成29年度 155 155 153

四国総合通信局における新営工事が、レ
ビューの対象となる行政事業の単位として
妥当なのか疑問が残る。「総合通信局の施
設整備」といった施策ないし事業で括るべ
き事項のように思われる。したがって、本
件新営工事だけでのアウトカムやアウト
プットの指標の設定も難しいと思われる。

終了予定
平成２９年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努めるこ
と。

917  - ▲917 - 予定通り終了

単発的な取組であることから、定量的な成
果目標に馴染みづらいことは理解。評価す
ることに馴染まないため、成果目標は設定
していない。

四国総合通信局 一般会計
（項）総務本省施設費

　（大事項）総務本省施設整
備に必要な経費

新28-
0016

前年度新規

607,573 637,369 605,380 471,122 472,742 2,537 1,105

- - - - - -

- - - - - -

15,468,641 15,468,641 15,465,801 15,697,037 15,731,116 34,079

342,995 342,995 342,995 342,511 - ▲342,511

51,318,763 53,176,445 52,589,239 52,081,205 51,258,089 ▲823,116

16,076,214 16,106,010 16,071,181 16,168,159 16,203,858 36,616

342,995 342,995 342,995 342,511 - ▲342,511

51,318,763 53,176,445 52,589,239 52,081,205 51,258,089 ▲823,116

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

「廃止」：平成29年度の点検の結果、事業を廃止し平成30年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

「縮減」：平成29年度の点検の結果、見直しが行われ平成30年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

「執行等改善」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

「年度内に改善を検討」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成29年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成30年度予算概算要求において予算要求しないもの。

「現状通り」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

「 終実施年度」：当該年度が事業の 終実施年度又は 終目標年度に当たるもの。

「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

 「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

行政事業レビュー対象　計

交付税及び譲与税配付金特別会計

東日本大震災復興特別会計

交付税及び譲与税配付金特別会計

一般会計

東日本大震災復興特別会計

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成２９年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「 終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２５年度、平成２６年度、平成２７年度又は平成２８年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の
点検を受けたものは、それぞれ「平成２５年度対象」、「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」と記載する。なお、平成２９年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２５年度、平成２６年度、平成２７年度又は平成２８年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「 終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記
載）。

東日本大震災復興特別会計

交付税及び譲与税配付金特別会計

合 計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計
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様式２

平成２９年度新規事業

総務省

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

新29-0001 地方自治法施行70周年記念行事に要する経費 41 適正な予算執行に努めること。 - 平成29年度で終了予定 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

新29-0001

新29-0002 基幹統計として実施する地方公務員給与実態調査に要する経費 12 適正な予算執行に努めること。 52 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

新29-0002

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

新29-0003
マイナンバーカードの選挙事務への活用等に関する調査研究事業・政見
放送手話通訳士研修会の事務委託事業

23 適正な予算執行に努めること。 23 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の整備に必要な経費

新29-0003

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進

新29-0004 自治体情報セキュリティ強化対策事業 336 適正な予算執行に努めること。 47 自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費
　（大事項）電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

新29-0004 ○

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

新29-0005 ナショナルサイバートレーニングセンターの構築 1,499
適正な予算執行に努めること。

1,700
「新しい日本のための優先課題推
進枠」1,700百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

－ 　 ○

新29-0006 「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」社会実装推進事業 596
適正な予算執行に努めること。

300
「新しい日本のための優先課題推
進枠」300百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新29-0006 ○

新29-0007 次世代人工知能技術の研究開発 408
適正な予算執行に努めること。

300
「新しい日本のための優先課題推
進枠」300百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新29-0007 ○

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進

新29-0008 IoTネットワーク運用人材育成事業 209
適正な予算執行に努めること。

260
「新しい日本のための優先課題推
進枠」260百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費

　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新29-0008 ○

新29-0009 スマートスクール・プラットフォーム実証事業 224
適正な予算執行に努めること。

299
「新しい日本のための優先課題推
進枠」299百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費

　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新29-0009 ○

施策名：Ⅴ-３ 放送分野における利用環境の整備

新29-0010 ４Ｋ・８Ｋ時代に対応したケーブルテレビ光化促進事業 880

適正な予算執行に努めること。

-
平成30年度は、「0100 放送ネッ
トワーク整備支援事業」として要
求予定。

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費

　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

新29-0011 ○

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整備

新29-0011 位置情報等のプライバシー情報の利活用モデル実証事業 59
適正な予算執行に努めること。

60 総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費

　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

新29-0014 ○

新29-0012 国際ＶＨＦ周波数変更対策のための損失補償 80
適正な予算執行に努めること。

52 総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費

　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

新29-0011

施策名：Ⅴ-５ 電波利用料財源による電波監視等の実施

新29-0013 IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成 249
適正な予算執行に努めること。

369
国際戦略局
情報流通行政局

一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費

　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

新29-0015 ○

新29-0014
4K・8K普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援等
（BS/CS-IF干渉対策）

1,213
適正な予算執行に努めること。

1,050
30年度事業名：衛星放送用受信環
境整備事業

情報流通行政局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費

　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

新29-0016 ○

新29-0015 公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業 3,194

適正な予算執行に努めること。

2,005 情報流通行政局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費

　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

新29-0017 ○

9,023 一般会計 6,517 

平成２８年度レ
ビューシート番号

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

合 計

会計区分 項・事項
事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

平成３０年度
要求額

備　　考 担当部局庁
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様式３

平成３０年度新規要求事業

総務省

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

新30-0001 会計年度任用職員制度の円滑な制度導入に向けた支援事業 23 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

新30-0002 被災市区町村応援職員確保システム構築事業 22
「新しい日本のための優先課題推進枠」
22百万円

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

新30-0003 高齢地方公務員の活用方策等研究会事業 3
「新しい日本のための優先課題推進枠」
3百万円

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

施策名：Ⅱ-２ 地域振興（地域力創造）

新30-0004 中南米日系社会と国内自治体との連携促進事業 50
「新しい日本のための優先課題推進枠」
50百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必要な経費

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

新30-0005 衆議院議員総選挙に必要な経費 63,139 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の整備に必要な経費

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進

新30-0006
社会保障・税番号制度システム開発等委託費
（電子証明書のスマートフォンへの格納に要する経費）

103
「新しい日本のための優先課題推進枠」
103百万円

自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費
　（大事項）電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

○

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

新30-0007 サイバー攻撃誘引基盤の構築 200 「新しい日本のための優先課題推進枠」200百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新30-0008 IoTセキュリティ総合対策の推進 599 「新しい日本のための優先課題推進枠」599百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

新30-0009 衛星通信における量子暗号技術の研究開発 310
「新しい日本のための優先課題推進枠」
310百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新30-0010 革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発 700
「新しい日本のための優先課題推進枠」
700百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費

　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新30-0011
新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開
発

1,100
「新しい日本のための優先課題推進枠」
1,100百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新30-0012 高度対話エージェント技術の研究開発・実証 600
「新しい日本のための優先課題推進枠」
600百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進

新30-0013 地域におけるIoTの学び推進事業 500
「新しい日本のための優先課題推進枠」
500百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新30-0014 視聴覚障害者等のための放送視聴支援事業 30 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

新30-0015 オープンデータ・テストベッド整備等事業 500 「新しい日本のための優先課題推進枠」500百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新30-0016 放送コンテンツ海外展開強化事業 1,950
「新しい日本のための優先課題推進枠」1,950百万
円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

新30-0017 ブロックチェーン利活用推進事業 200 「新しい日本のための優先課題推進枠」200百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新30-0018 次世代映像配信技術に関する実証 1,109
「新しい日本のための優先課題推進枠」1,109百万
円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費

　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

新30-0019 情報信託機能活用促進事業 410 「新しい日本のための優先課題推進枠」410百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新30-0020 地域IoT実装総合支援パッケージ施策 1,573
「新しい日本のための優先課題推進枠」1,573百万
円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ ○

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整備

会計区分
事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成３０年度
要求額

（単位：百万円）

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査
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様式３

会計区分
事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成３０年度
要求額

（単位：百万円）

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査

新30-0021 ＩＣＡＮＮ第64回会合の対応に係る経費 50 総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

いずれの施策にも関連しないもの

新30-0022 情報通信政策研究所オイルタンク増設工事 3 
情報通信政策研究
所

一般会計
（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設整備に必要な経費

一般会計 73,174       合　　　　　計
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様式６

総務省

（単位：百万円）

0001
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）総務本省一般行政に必要な経
費

－ 39,292 39,292 37,683 39,224 40,253 対象外指定経費 官房会計課 - 政策評価対象外

0002
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）審議会等に必要な経費

－ 288 288 198 275 309 類似経費（４） 官房会計課 - 政策評価対象外

0003
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

－ 311 311 246 312 325 類似経費（５） 官房会計課 - 政策評価対象外

0004
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）自治大学校に必要な経費

－ 526 526 515 509 591 対象外指定経費 自治大学校 - 政策評価対象外

0005
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）情報通信政策研究所に必要な
経費

－ 175 175 166 175 195 対象外指定経費 官房会計課 - 政策評価対象外

0006
一般会計
　総務本省

（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設整備に必要な経
費

－ 89 89 60 235 359 類似経費（２） 官房会計課 -

一般会計
　総務本省

（項）地方交付税交付金
　（大事項）地方交付税交付金財源の交付
税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必
要な経費

15,215,975 15,215,975 15,215,975 15,434,304 15,445,373 

東日本大震災復
興特別会計
　総務本省

（項）地方交付税交付金
　（大事項）地方交付税交付金財源の交付
税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必
要な経費

342,995 342,995 342,995 342,511 -

0008
一般会計
　総務本省

（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の
実施に必要な経費

電波利用料に係る制度の企画又は立案等に必要な経費 1,445 1,445 1,262 1,559 1,793 類似経費（５） 総合通信基盤局 Ⅴ-5
電波利用料財源電波監視等の実

施

0009
一般会計
　総務本省

（項）地方特例交付金
　（大事項）地方特例交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必要
な経費

－ 123,300 123,300 123,300 132,800 154,100
地方交付税と同様、使途制限のない一般財源として交付する
地方財源であるため

自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

0010
一般会計
　総務本省

（項）政党助成費
　（大事項）政党助成に必要な経費

政党交付金 32,038 32,038 31,995 31,797 31,797

・政党の政治活動の自由と密接に関連する経費であり、その
あり方については、各党各会派で議論すべきものであるため
・法により、毎年度の交付総額が定められた使途制限のない
経費であり、かつ、使途の報告及び報告書の公表・閲覧が義
務付けられている経費であるため

自治行政局 - 政策評価対象外

0011
一般会計
　総務本省

（項）国有提供施設等所在市町村助成交付
金
 （大事項）国有提供施設等所在市町村助成
交付金に必要な経費

国有提供施設等所在市町村助成交付金に必要な経費 28,340 28,340 28,340 28,340 28,340
固定資産税の代替的性格を有し、使途制限のない一般財源と
して交付する地方財源であるため

自治税務局 - 政策評価対象外

0012
一般会計
　総務本省

（項）施設等所在市町村調整交付金
 （大事項）施設等所在市町村調整交付金に
必要な経費

施設等所在市町村調整交付金に必要な経費 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
固定資産税の代替的性格を有し、使途制限のない一般財源と
して交付する地方財源であるため

自治税務局 - 政策評価対象外

0013
一般会計
　管区行政評価
局

（項）管区行政評価局共通費
　（大事項）管区行政評価局一般行政に必
要な経費

－ 6,410 6,410 6,198 6,709 6,708 類似経費（１） 行政評価局 - 政策評価対象外

0014
一般会計
　総合通信局

（項）総合通信局共通費
　（大事項）総合通信局一般行政に必要な
経費

－ 8,233 8,233 7,903 8,438 8,598 類似経費（１） 官房会計課 - 政策評価対象外

0015
一般会計
　総合通信局

（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の
実施に必要な経費

電波利用料に係る制度の企画又は立案等に必要な経費 2,354 2,354 2,225 2,405 2,459 類似経費（５） 総合通信基盤局 Ⅴ-5
電波利用料財源電波監視等の実

施

0016
一般会計
　公害等調整委
員会

（項）公害等調整委員会
　（大事項）公害等調整委員会に必要な経
費

－ 477 477 460 498 493 類似経費（２）
公害等調整委員会
事務局

－ 政策評価対象外

0017
一般会計
　消防庁

（項）消防庁共通費
　（大事項）消防庁一般行政に必要な経費

－ 1,861 1,861 1,753 1,928 1,892 類似経費（１） 消防庁 - 政策評価対象外

0018
一般会計
　消防庁

（項）消防庁共通費
　（大事項）消防大学校に必要な経費

－ 327 327 322 329 331 類似経費（１） 消防庁 - 政策評価対象外

（項）地方交付税交付金
　(大事項）地方交付税交付金に必要な経費

15,486,875 16,751,287 16,751,287 16,329,804 15,926,373 

（項）地方交付税交付金
　(大事項）東日本大震災復興に係る地方交
付税交付金に必要な経費

342,995 918,836 487,721 346,353 -

0020
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）地方特例交付金
　(大事項）地方特例交付金に必要な経費

－ 123,300 123,300 123,300 132,800 154,100
地方交付税と同様、使途制限のない一般財源として交付する
地方財源であるため

自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

執行可能額
項・事項

対象外指定経費－0007

0019
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

－ 対象外指定経費

平成３０年度
要求額

平成２９年度行政事業レビュー対象外リスト

平成２８年度
除外理由 備　考事　　業　　名

施策名番号
事業
番号 執行額

平成２９年度
当初予算額

会計・組織区分
平成２８年度
補正後予算額

担当部局庁
政策評価の体系

自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化
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　　　　　様式６  

（単位：百万円）

執行可能額
項・事項

平成３０年度
要求額

平成２８年度
除外理由 備　考事　　業　　名

施策名番号
事業
番号 執行額

平成２９年度
当初予算額

会計・組織区分
平成２８年度
補正後予算額

担当部局庁
政策評価の体系

0021
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）地方譲与税譲与金
　(大事項）地方揮発油譲与税譲与金に必要
な経費
　(大事項）石油ガス譲与税譲与金に必要な
経費
　(大事項）自動車重量譲与税譲与金に必要
な経費
　(大事項）航空機燃料譲与税譲与金に必要
な経費
　(大事項）特別とん譲与税譲与金に必要な
経費
　(大事項）地方法人特別譲与税譲与金に必
要な経費
　(大事項）地方道路譲与税譲与金に必要な
経費

－ 2,322,803 2,340,232 2,340,232 2,536,403 2,492,803 
形式上一旦国税として徴収し、これを地方団体に譲与するも
のであり、地方税に属すべき税源であるため

自治税務局 - 政策評価対象外

0022
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）事務取扱費
　(大事項）事務取扱いに必要な経費

－ 254 254 246 257 280 類似経費（３） 自治財政局 - 政策評価対象外

0023
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）諸支出金
　(大事項）諸支出金に必要な経費

－ 1 1 - 1 1 類似経費（３） 自治財政局 - 政策評価対象外

0024
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）国債整理基金特別会計へ繰入
　(大事項）国債整理基金特別会計へ繰入れ
に必要な経費

－ 32,975,695 32,975,695 32,828,442 32,670,887 32,621,772 対象外指定経費 自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

0025
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）予備費 － 2,600 2,600 - 2,600 2,600 対象外指定経費 自治財政局 - 政策評価対象外

0026
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）交通安全対策特別交付金
　(大事項）交通安全対策特別交付金に必要
な経費

－ 64,240 64,240 58,011 62,100 60,160 
各都道府県が自ら徴収する反則金収入を原資として、地方団
体に交付する地方財源であるため

自治財政局 -
内閣府（警察庁）において政策

評価を行っている。

一般会計 15,468,641 15,468,641 15,465,801 15,697,037 15,731,116 
東日本大震災復興特別会計 342,995 342,995 342,995 342,511 - 

交付税及び譲与税配付金特別会計 51,318,763 53,176,445 52,589,239 52,081,205 51,258,089 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．  予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

注３．「執行可能額」欄には、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数を記載すること。

注４．「項・事項」欄には、整理された事業が計上されている項・大事項を全て記述すること。

合　計
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様式４

総務省

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

035 12,649 15,947 15,412 事業内容の一部改善

・ PF 移行による直接的な効果だけでなく、
トータルな経費節減効果、効率化効果、セ
キュリティ強化効果、業務の質向上効果等を
可能な限り指標化し、モニタリングを行い、
透明性の高い説明をする必要がある。
・ 国庫債務負担行為を伴う巨額の契約であ
り、競争性の確保、確認が必要である。
・ 各省庁に残すシステム、PF に移行するシ
ステム、民間クラウドを活用するシステム等
整理して、PF の将来像を明らかにすべき。

17,105 20,506 3,401 920
年度内に改善

を検討

【投資対効果】経費以外のセキュリティ強
化、業務の質向上等の効果も試算して織り
込み、「努力の方向」として設定する（今
後のレビューシートにも反映）。
【調達】調達前に仕様書について、CIO補
佐官による確認や、意見招請手続による点
検を行うことで、特定の事業者が有利なも
のとならないよう徹底しており、引き続き
厳正に実施していく。
【経費】これまで安定稼働を最優先してリ
ソースを準備してきたが、使用実績等を踏
まえてリソースを精査し、各システムの更
改時（30年度以降の各年度）、ＰＦの更改
時（31年度以降予定）に順次反映してい
く。この方針に基づき、30年度に実施する
システムの更改に合わせたリソースの精査
を実施し、30年度概算要求に反映した。

089 275 2 2 事業内容の一部改善

・ 文部科学省の義務化との関係がわかりにく
いので、この事業の成果を学校教育にどのよ
うに生かしていくのかロードマップが必要。
・ アウトカム指標はプログラム教育の充実等
にする必要がある。
・ 一括請負の必要性を説明する必要がある。
本来総務省がサポートを受ける必要のある事
務を切り出して外注し、競争性を高めること
を可能にすべきである。
・ 実証地域での自走によるプログラムの継続
と横展開のフォローが必要である。
・ 各モデルの分析評価をしっかり行い、利用
しやすい提供方法を考えるべき。
・ 実施団体の横の連携を図ることにより、更
にモデルの改善が期待される。

152 - ▲152 - 執行等改善

外部有識者の所見を踏まえ、下記のとおり
対応。
・文科省、総務省、経産省と経済界・教育
界とで本年３月に設立した「未来の学びコ
ンソーシアム」で、本事業の成果等を含む
ロードマップを策定予定。
・アウトカム指標として「実証モデルの参
照件数」を追加。
・一括請負に関して、29年度は、業務の専
門性を勘案し、契約を実証管理とポータル
サイト開発の２本に分け、より競争性・専
門性を向上。
・実証成果を市内全小学校に普及させた石
川県加賀市など、自走・横展開の状況を今
後ともフォローするとともに、有識者から
なる推進会議でモデルの分析評価を推進
し、実施団体が一堂に会し、交流を深める
場などを通じてさらに相互連携を図り、モ
デル改善等を推進。

151 388 388 364 事業内容の一部改善

・ J アラートは運用段階に入っており、確実
に機能しているかどうかを表す成果指標を
使って、運用の質向上を図るべき。
・ 市町村の末端伝達の多重化率も指標とすべ
き。
・ ストレスチェックという観点からリスク組
み合わせを変えながらの訓練を拡充し、不具
合についてフィードバックして改善率を指標
として使うべき。
・ 実際の人々の行動に関する調査分析が必
要。
・ 省庁横断的な連携、省庁をまたがった効果
検証が必要である。

499 471 ▲28 - 執行等改善

外部有識者の所見を踏まえ、下記のとおり
対応。
・ より確実な情報伝達を行うため、全て
の市区町村において２手段　　以上の情報
伝達手段を保有する割合を、新たな成果指
標とする。
・ 不具合ゼロを目指して、引き続き様々
な試験・訓練を実施する。仮に不具合が認
められた場合には、原因究明と再発防止を
徹底するなどのフォローアップを行う。
・ ミサイル発射情報などの伝達があった
場合に身を守るため取るべき行動につい
て、ホームページへの掲載や政府広報の実
施により、更なる浸透を図るとともに、住
民避難訓練における参加者の意見等を踏ま
え、関係省庁と連携して、必要な改善を行
う。

13,312 16,337 15,778 17,756 20,977 3,221 920

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

「廃止」：平成２９年度の点検の結果、事業を廃止し平成３０年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

「縮減」：平成２９年度の点検の結果、見直しが行われ平成３０年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの

「執行等改善」：平成２９年度の点検の結果、平成３０年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）

「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成３０年度予算概算要求において予算要求しないもの。

「現状通り」：平成２９年度の点検の結果、平成３０年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善及び予定通り終了以外のもの）

公開プロセス結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
差引き

反映状況

合 計

執行可能額 執行額

（単位：百万円）

事　　業　　名

電子政府関連事業（政府情報シス
テム基盤整備）

若年層に対するプログラミング教
育の普及推進

Ｊアラートによる緊急情報の伝達
体制の強化

備　考

公開プロセス

とりまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容

1/1
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様式５

(単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、平成２８年度に実施した事業数であり、平成２９年度から開始された事業（平成２９年度新規事業）及び平成３０年度予算概算要求において新規に要求する事業（平成３０年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

「廃止」：平成２９年度の点検の結果、事業を廃止し平成３０年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

「縮減」：平成２９年度の点検の結果、見直しが行われ平成３０年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの

「執行等改善」：平成２９年度の点検の結果、平成３０年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの

（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）

一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

「縮減」

3

行政事業レビュー点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一 般 会 計 特 別 会 計

｢廃止｣｢縮減｣計
平成28年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

（参考）
30年度
要求額

「縮減」
平成28年度
実施事業数

「執行等
改善」
事業数

「廃止」

注５．「(参考)30年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（平成２８年度実施事業、平成２９年度新規事業、平成３０年度新規要求事業）の要求合計額である。

- - - -- - -3 552,433185185 -3 167 94

「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
30年度
要求額

「執行等
改善」
事業数

平成28年度
実施事業数

185

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、

-- -167 - - 3
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総 官 会 第 866 号 の２ 

平成 25 年 4 月 26 日 

総務省行政事業レビュー推進チーム運営要領 

 

（目的） 

第１条 

 総務省に、総務省行政事業レビュー推進チーム（以下「チーム」という。）を置き、行

政事業レビュー（以下「レビュー」という。）の責任ある実施に取り組む。 

 

（構成員） 

第２条 

 チームの構成員は次に掲げる者とする。 

  統括責任者：大臣官房長 

  副統括責任者：大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長 

  メンバー：各局総務課長等 

  その他、チームが必要と認めたときは、上記以外の者を参画させることができる。 

２ チームの下に事務局を置き、チームの運営に関する事務を担当させる。 

３ 事務局長は、大臣官房長とし、事務を総括整理する。事務局次長は、大臣官房会

計課長及び大臣官房政策評価広報課長とし、事務を整理する。 

 

（業務） 

第３条 

 チームは、以下の取組を行うものとする。 

一 事業所管部局による行政事業レビューシートの適切な記入及び厳格な自己点

検の指導 

二 外部有識者の指名 

三 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点検結果の聴

取 

四 外部有識者による公開の場での点検の対象となる事業の選定及び点検結果の

聴取 

五 一、三及び四を踏まえた事業の厳しい点検及び点検結果（所見）の取りまとめ 

六 チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

七 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及び取りまとめ 

２ レビューは総務省自らが、自律的に実施する取組であることに鑑み、チームは、

本条第１項各号に示した取組に加えて、主体的かつ不断に創意工夫を重ねなが

【参考資料】 



ら、レビューの実効性向上のための取組を積極的に行うものとする。 

 

（雑則） 

第４条 

 この要領に定めるもののほか、チームの運営に必要な事項は、チームが定める。 

 

 

附則 

 

（施行期日） 

第１条 

 この要領は、平成２５年４月２６日から施行する。 

 

（雑則） 

第２条 

総務省予算執行監視チーム運営要領（平成２２年１月２９日総官会第２１０号）は、

この要領の施行をもって廃止する。 


	00_議事次第(第18回)
	第16回行政事業レビュー推進チーム会合資料（統合版）
	バインダー
	10 平成29年度行政事業レビューの結果（確定版）
	11反映状況調べ
	12平成29年度新規事業
	13平成30年度新規要求事業
	16対象外リスト
	14公開プロセス対象事業
	15集計表
	20 チーム運営要領





